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1. はじめに 
 
 日本企業では伝統的に、業績管理において、結果指標よりもプロセス指
標が重視されてきた(今野 2003)。しかし、成果主義の普及に伴って、業績
管理の管理指標がプロセス型から結果型へと変化してきたことが指摘され
ている(今野 2003)。実際、厚生労働省による平成 29年の就労条件総合調
査によると、国内の 1,000人以上の企業では、半数以上の企業が従業員の
賃金に業績・成果を反映させている。また、そうした企業の中で業績・成
果の内容を見ると、管理職に対しては、（短期・長期含む）個人の業績・成
果がおよそ 6割を占め、管理職以外に対しては、個人の業績・成果が 8割
強を占める。 
 こうした成果主義の下で成果と報酬がリンクされてしまうと、企業にお
いて様々な問題を引き起こす可能性がある。そのうちの一つが、利己的な
影響を成果に与える行動をとらせるインセンティブを従業員に与えてしま
うことである(e.g., Baker et al. 1994; Chow et al. 1996; Merchant 1990)。
もちろんその原因をすべてを成果主義的なシステムに帰することはできな
いが、近年の我が国において、会計不正やデータの捏造などが頻発してお
り、社会的に大きな問題となっている。 
 これに対して、先行研究では、主観的業績評価が業績指標の操作を防ぐ
のに有効であると指摘されている(Bol 2008; Gibbs et al. 2004; Gibbs et 
al. 2009; Woods 2012)。事前に定められた公式等によって自動的に評価
がなされる客観的業績評価と異なり、主観的業績評価では評価者による判
断を通じて業績評価がなされる。したがって、評価者はマネジャーが業績
指標を操作しているときに、その業績指標を割り引いて評価することや、
場合によっては罰を与えることができる。こうして、主観的業績評価は業
績指標の操作の抑制に役立ちうる。 
 ただし、日本企業においては、成果主義によるプロセス重視から結果重
視の業績管理によって、相対的に主観的業績評価の重要性が低下している
と推察される。このことは、近年の会計不正やデータ偽装問題の一因とな
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っている可能性があると考えられる。 
 そこで本研究では、主観的業績評価が業績指標の操作に与える影響を検
証する。先行研究は、業績指標の操作可能性と評価者による主観的業績評
価の利用の関係について、一貫した結果を示していない(Bol 2008; Gibbs 
et al. 2004; Gibbs et al. 2009; Woods 2012)。この関係について、先行
研究の主眼は、マネジャーによって業績指標の操作がされる恐れがある場
合に、評価者が主観的業績評価を用いるかどうかにあった。つまり、主観
的業績評価の下で、業績指標の操作に関してマネジャーがどのように意思
決定するかについて経験的なエビデンスは示されていない。そこで本研究
は、被評価者側であるマネジャーの行動に着目し、業績指標の操作に対し
て主観的業績評価が有効であるというエビデンスを提示することを試みる。 
 また、主観的業績評価システムは、業績指標の操作だけでなく、被評価
者のモチベーションや努力行動とも関連する(Gibbs et al. 2004; Ittner et 
al. 2003; Kunz 2015)。とくに、主観的業績評価のようなモニタリングを
含むコントロール・システムは、被評価者のモニタリングされていない次
元の行動に望ましくない影響を与えることが指摘されている(Belot and 
Schröder 2013, 2015)。被評価者はそうしたコントロール・システムをネ
ガティブに知覚し、その結果、モニタリングの及ばない範囲においてネガ
ティブな行動をする(Belot and Schröder 2013, 2015)。 
 主観的業績評価にも、被評価者に対する罰や、評価者による機会主義的
行動といった被評価者が業績評価システムをネガティブに知覚する側面が
ある。したがって、被評価者が主観的業績評価システムをネガティブに知
覚する場合に、業績評価システムがコントロールしない次元において、評
価者にとって望ましくない被評価者の行動を引き起こす恐れがある。業績
評価の設計者からすると、マネジャーの業績指標の操作を抑制しようと、
主観的業績評価を実施しているにもかかわらず、マネジャーの意図しない
行動を招いてしまう恐れがある。 
 さらに、これまでの先行研究では、主として、予算システムの状況下に
おけるマネジャーの業績報告行動を扱っており(Brown et al. 2014; 
Cardinaels and Yin 2015; Evans et al. 2001; Hannan et al. 2006; 
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Hannan et al. 2010; Rankin et al. 2008)、マネジャーが報告する情報は
外生的に与えられるコスト情報であることが多かった。たとえば、報告内
容がマネジャー自身の努力や能力によって規定されるような場合は、先行
研究において、十分に検討されてこなかった。本研究では、報告内容を規
定する要因として努力に着目し、それと業績指標の操作の関係について検
証する。適切な業績評価システムを設計するためには、これらの関係を明
らかにした上で、被評価者の努力を高め、利己的な業績報告行動を取らせ
にくくする仕組み作りを考える必要がある。 
 本研究は、研究方法としてオンライン実験を採用する。第一に、実験で
は現実には測定困難な現象を測定できる。サーベイ・データやアーカイバ
ル・データでは、業績指標の操作という現象を測定することは困難である。
業績指標の操作を測定するためには、実際の業績と操作された業績を識別
する必要がある。現実の企業のデータではこれらの識別は困難であると予
想されるが、実験では可能となる。また、実験では、業績評価によってコ
ントロールされていない行動について観察することが容易である。このこ
とは、本研究の構成概念妥当性を高めることに寄与する。 
 第二に、実際の企業のデータでは、外部の経済環境や、その組織の業績、
他の従業員との関係性などコントロールしなければならない要因が多く、
業績評価と業績指標の操作の直接的な関係性を分析することは困難である。
本研究では、実験によって統制された環境を用いることで、主観的業績評
価の要素が業績報告および努力に与える影響を直接的に分析できる。この
ことは、業績評価と業績報告および努力の間の因果関係を担保してくれる
だろう。したがって、本研究では、内的妥当性の高い検証が期待される。 
 本研究の実験参加者は、足して 10 となる数字の組み合わせを探すタス
クを行い、その正解数を上司に報告するマネジャー役を担う。参加者は大
きく、客観的業績評価を受ける群と主観的業績評価を受ける群へと分かれ
ることとなる。客観的業績評価を受ける群では、参加者の報酬は彼らが報
告する業績にのみに基づいて決まる。この群の参加者は自らの報酬を増や
すために、自由に業績を過大報告できる。一方、主観的業績評価を受ける
群では、参加者が報告する業績に対して、上司は主観的に調整できる。と
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くに本研究は、その主観的な調整の仕方によって 3つの群を設定する。し
たがって、参加者は客観的業績評価群、上方調整および下方調整がある主
観的業績評価群、上方調整のみがある主観的業績評価群、下方調整のみが
ある主観的業績評価群の4つの群に割り振られる。なお、参加者はAmazon
社の提供するクラウド・ソーシング・サービスであるAmazon Mechanical 
Turk (Mturk)を利用して集められる。 
 本研究の結果は次のとおりである。まず、報告行動に関する結果につい
て述べる。先行研究と同様に、客観的業績評価を受けるマネジャー、すな
わち自らの報告する業績がそのまま報酬に反映されるマネジャーは、自ら
の金銭的利得を最大化するほどには業績指標を操作しないことが明らかと
なった。この現象の背後には、業績指標の操作にかかる心理的コストが存
在する。また、客観的業績評価を受けるマネジャーと比べて、主観的業績
評価を受けるマネジャーは、業績指標を操作しにくいことが観察された。
このことは、主観的業績評価が業績指標の操作に対して有効であることを
示している。ただし、3 つの主観的業績評価群間での差異は観察されなか
った。 
 つぎに、努力に関する結果について述べる。客観的業績評価の下で、最
も経済合理的に行動するマネジャーを考えると、彼の利得を最大化する行
動は、努力を全くせずに、最大限業績指標を操作することである。しかし、
分析結果から、客観的業績評価を受けるマネジャーは努力を全くしないわ
けではなく、ある程度努力をすることがわかった。ただし、本研究では、
主観的業績評価と客観的業績評価をそれぞれ受けるマネジャーにおいて、
努力の差は観察されなかった。 
 一方、主観的業績評価によるマネジャーのネガティブな行動は、予想に
反して、観察されなかった。また、本研究では、業績評価方法に対する群
間の知覚の差も検出することができなかった。 
 最後に、先行研究では積極的に議論されてこなかった業績指標の操作の
程度と努力の関係について、本研究は両者が負の関係にあることを示した。
すなわち、努力が大きければ大きいほど、マネジャーの業績指標の操作の
程度は小さいことが観察された。 
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 本研究には、以下の貢献がある。第一に、主観的業績評価と業績指標の
操作の関係を分析することによって、本研究は主観的業績評価に関する研
究群に貢献する。本研究は、客観的業績評価と比べて、主観的業績評価で
は、マネジャーの業績指標の操作の程度が小さいことを示した。このこと
は、主観的業績評価が業績指標の操作の抑制に有効であると経験的に示し
ている。先行研究の主眼は、プリンシパルによる主観的業績評価の利用に
あり、その結果は一貫していなかった(Gibbs et al. 2004; Gibbs et al. 
2009; Woods 2012)。これに対して本研究は、これまでエビデンスが提示
されていなかった主観的業績評価の下でのエージェントの行動を確認した。 
 第二に、業績報告における正直さに関連する研究群に貢献する。先行研
究の多くは業績報告として予算システムの状況を想定して実験してきた
(Brown et al. 2014; Cardinaels and Yin 2015; Evans et al. 2001; 
Hannan et al. 2006; Hannan et al. 2010; Rankin et al. 2008)。しかし、
本研究は、少数の研究(e.g., Maas and Van Rinsum 2013; Nichol 2015)
を除いてあまり検討されてこなかった、業績評価のコンテクストにおける
エージェントの機会主義的な行動について分析した。 
 まず、本研究では、先行研究と同様に、エージェントが利己的な業績報
告行動に対して罰を受けない状況においても、エージェントは最大限利己
的な行動をとるわけではないことを示した。予算システムを対象とする先
行研究と異なり、本研究ではエージェントが報告する情報はエージェント
自身の努力によって生み出されている。さらに、本研究では、業績評価の
種類として客観的業績評価だけでなく、主観的業績評価というコンテクス
トに拡張して分析することにより、この研究群に貢献している。 
 第三に、本研究ではこれまで積極的に議論されてこなかった、業績指標
の操作の程度と努力の関係について分析している。この関係に関連する先
行研究では、業績指標を操作できることを努力前に知るか、または努力後
に知るかということが、努力に影響しないというエビデンスが提示されて
いる(Nichol 2015)。本研究では、業績指標を操作できることをマネジャー
が努力前に知っている状況において、努力と業績指標の操作の程度は負の
関係にあるというエビデンスを提示している。このことは、業績指標の操
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作の程度の抑制に対して、エージェントの努力を引き上げる仕組み自体が
役立つことを示唆している。 
 最後に、本研究はすべてオンライン上で実施される実験において、業績
指標の操作および努力行動を検証した。とくに、心理学領域や行動経済学
領域においてはクラウド・ソーシング・サービスを利用したオンライン実
験研究の有用性が認められつつある(e.g., Clifford and Jerit 2014; 
Maniaci and Rogge 2014; Oppenheimer et al. 2009)。会計領域におい
ては、こうしたクラウド・ソーシング・サービスを利用したオンライン実
験研究はまだまだ数が少なく、発展途上である(Farrell et al. 2017)。本研
究は、オンライン実験を用いて、Farrell et al. (2017)や Evans et al. (2001)
と同様の結果を得ている。このことは、今後発展が見込まれるオンライン
実験を用いた会計研究の有用性を示す一助となる。 
 本研究は、実務的にもインプリケーションがある。まず、業績評価の設
計者にとって業績評価の長所と短所を認識しておくことは重要である。そ
れらを認識しておかなければ業績評価を効率よく実施・運営できない。本
研究の仮説および結果は、業績評価がマネジャーによる業績指標の操作に
どのような影響を与えるのかを分析している点において、評価者が業績評
価システムをどのように設計すればよいのかに関して知見を提供している。 
 本論文の構成は以下の通りである。第 2章においては、関連する先行研
究のレビューを行なっている。とくに、主観的業績評価および利己的な業
績報告行動に関連する先行研究をレビューしている。第 3章では、仮説を
構築している。第 4章では、研究方法として用いているオンライン実験に
関する説明を行なっている。第 5章では、オンライン実験によって得られ
たデータに関する分析結果を提示している。第 6章では、得られた結果に
対する考察を行っている。第 7 章では、本論文のまとめを行なっている。 
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2. 先⾏研究レビュー 
 
2.1. 業績指標の操作に関する研究 
 
 業績指標の操作とは、業績にエージェントの都合の良いように影響を与
えるが、企業価値の向上に寄与しない行動を指す(Baker et al. 1994)。プ
リンシパルとエージェントの間に情報の非対称性がなければ、プリンシパ
ルはエージェントの努力や行動に関する知識をエージェントと同様に有す
るので、プリンシパルはエージェントに業績指標を操作させない契約を結
ぶことができる。しかし、実際にはプリンシパルはエージェントの努力や
行動をすべて観察できるわけではない。そこで、企業は会計数値などを業
績指標として用いてエージェントの努力や行動を推測することとなる。 
 ただし、そうした業績指標はエージェントの努力や行動を完全に反映す
るわけではない。それどころか、会計指標は絶対的なものではないので、
エージェントの裁量的な意思決定によってその値が変化しうる。したがっ
て、エージェントは、自らの利得を最大にしようと、業績指標に好ましい
影響を与える意思決定をする恐れがある。利己性のみを仮定する伝統的な
エージェンシー理論の議論に則ると、業績指標の操作に対する金銭的なベ
ネフィットがコストを上回った場合に、エージェントは業績指標を操作す
ると予想される。 
 業績指標の操作は様々な形で実務に表出する。Merchant (1990)は、業
績指標の操作を大きく二つに分けている。それは、データ・マネジメント
と意図的な不正である。後者は、法律で罰せられる行為であり、組織内外
であまり観察されない現象であると考えられる。一方、前者のデータ・マ
ネジメントは報告される結果（たとえば、収益や費用、利益など）を利己
的に変化させる行動である1。具体的には、予算スラックを作成したり、商
                                               
1 たとえば、売上高を例に取ると、データ・マネジメント行動は必ずしも売上高
の増加に関するデータ・マネジメントだけを含むわけではない。場合によって
は、売上高を減少させるようなデータ・マネジメント行動も存在する。たとえ
ば、マネジャーが今期の売上高の増加が自らのボーナスの増加に貢献しないと判
  8 
品の発送を早めたり、材料の購入を遅らせたり、もしくは業績指標の測定
ルールを変更することなどがデータ・マネジメントに該当する。こうした
行動は、企業に対して実体的な経済的優位性をもたらさず、むしろときと
して企業に害をもたらす(Merchant and Van der Stede 2012)。 
 データ・マネジメントは会計的手段またはオペレーティング手段を通し
て行われる(Merchant and Van der Stede 2012)。会計的手段を通じたデ
ータ・マネジメントとは、エージェントが測定プロセスに干渉することで
ある。この手段では、会計手法の選択やその手法の適用を通じて、データ・
マネジメントが行われる。Birnberg et al. (1983)は、データ・マネジメン
ト行動の一つとして、スムージングを挙げている。スムージングとは、組
織の実体的な活動を変更することなく、平常なもしくは予め計画されたデ
ータの流れを変更することである(Birnberg et al. 1983)。たとえば、収益
や費用の費目の実現を早めるまたは遅らせる行動などがスムージングに該
当する(Birnberg et al. 1983; Merchant 1990)。 
 別のデータ・マネジメントとしてはバイアシングが挙げられる(Birnberg 
et al. 1983)。バイアシングとは、好ましい数字を示しそうなシグナルを選
択することである。たとえば、エージェントは減価償却方法を利己的に選
択することによって、報告される業績に自らにとって好ましい影響を与え
ようとする可能性がある。また、たとえば参加型予算において、エージェ
ントは情報の非対称性を利用して、利己的に予算情報を報告するおそれが
ある。 
 一方、オペレーティング手段を通じたデータ・マネジメントとは、オペ
レーティングの意思決定を変更することである。具体的には、設備の維持
費などの裁量的な費用の計上のタイミングを遅らせることや本来不必要な
過剰な労働を通して売上の増加を促進しようとすることなどが該当する。 
 こうした業績指標の操作は、マネジメント・コントロール・システムの
間接的なコストとして認識されている(Merchant and Van der Stede 
                                               
断する場合に、将来の期のために売上を確保しておくというような行動も存在す
る。 
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2012)。なぜなら、業績指標が操作されてしまうと、企業は誤った情報に基
づいて意思決定をしなければならなくなるからである。このことは企業の
効率的な運営を阻害するだけでなく、ひいては市場での競争力を低下させ
るだろう。既存研究は、エージェントには業績測定システムを通じて業績
指標を操作するインセンティブがあり、実際に業績指標が操作されること
があると示している(e.g., Chow et al. 1996; Courty and Marschke 2004; 
Merchant 1990)。 
 
2.2. 業績指標の操作に影響を与える要因 
 
 業績指標の操作に関して、Evans et al. (2001)以降、多様な実験研究が
行われている(e.g., Cardinaels and Yin 2015; Hannan et al. 2006; 
Hannan et al. 2010; Maas and Van Rinsum 2013)。それらの研究では、
伝統的な経済学が予測するほどには、エージェントは利己的に業績報告し
ないことが示されている。本節では、個々の先行研究をレビューする前に、
まず、利己的な業績報告に関する行動原理について概説する。 
 利己性のみを仮定する伝統的なエージェンシー理論では、利己的な業績
報告から得られるベネフィットがそれにかかるコストを超える場合、エー
ジェントは利己的に業績報告すると予想される。このことを前提にすると、
たとえば業績報告行動に関するコストが一切存在しない場合、マネジャー
は自らの富を最大化するべく、技術的に可能な限り利己的に業績報告する
だろう。しかし、近年の実験研究では、エージェントは伝統的な経済学が
予測するほど自らの富を最大化するような業績報告をしないことが明らか
にされている(Evans et al. 2001)。この分野の先駆的な研究であるEvans 
et al. (2001)では、マネジャーの中には、利己的な業績報告によって得ら
れる金銭的利得を犠牲にしてまで、完全にまたは部分的に利己的でない報
告をすることがあることを明らかにした。 
 それでは、この伝統的なエージェンシー理論の予測とは乖離した現象は
なぜ観察されるのだろうか。この現象を説明するためには、利己的な業績
報告にかかる心理的コストの存在が重要となる。先行研究において、この
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心理的コストは、固定的または変動的のいずれかであると捉えられている。 
 前者に関しては、Baiman and Lewis (1989)による閾値モデルや、Koford 
and Penno (1992)によるタイプモデルが検討されている。閾値モデルでは、
個人は利己的なミスリポートから小さく固定的な不効用を経験することが
想定されている(Baiman and Lewis 1989)。このとき、ミスリポートから
得られる効用が不効用の閾値より低い場合にはミスリポートをせず、その
閾値以上の効用が得られるすべての利得に対しては富を最大化するように
ミスリポートすると考えられる(Baiman and Lewis 1989)。 
 また、タイプモデルでは、エージェントは「倫理的」（まったく利己的な
業績報告をしない）または「経済的」（富を最大化するために利己的な業績
報告をする）という二つのタイプに分類されることが想定されている
(Koford and Penno 1992)。いずれのモデルを適用しても、予測されるマ
ネジャーの行動は、富を最大化するべく利己的に業績報告をする、または、
利己的な業績報告を全くしないという行動である。 
 これらのモデルに対して、Evans et al. (2001)は自身の研究で得られた
経験的な結果を説明できていないと主張している。なぜなら、実際には、
完全に利己的でも、完全に正直でもない業績報告行動が一定の割合で観察
されたからである(Evans et al. 2001)。 
 一方、利己的な業績報告にかかる心理的コストが変動的であるという立
場をとる研究として、Mazar et al. (2008)は自己概念2の観点から、人が利
己的でない理由を説明している。人は一般的に、正直さに価値を置き、自
らの道徳性に強い信念を有し、そうした自己概念を維持したいと考える。
したがって、正直さに対する個人が持つ内的基準に背くとき、人は自らの
自己概念をネガティブに更新することとなり、このことは一般的に避けた
いことである。逆に、内的基準に従うなら、その人はネガティブな自己概
念の更新を避け、正直な人間であるという観点からポジティブな自己概念
を維持できる。したがって、ポジティブな自己概念を維持するために、内
                                               
2 自己概念とは、自分はこれこれこのような人間であると捉えた内容であり、自
分自身による自分の定義である(池上・遠藤 2009)。 
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的基準に従うことによって努力投資や金銭的利得の犠牲を要するときでさ
え、人は、自らの内的基準に従うだろう(e.g., Aronson and Carlsmith 
1963; Harris et al. 1976)。利己的な業績報告行動の文脈に置き換えると、
マネジャーはポジティブな自己概念を維持するために、利己的であれば得
られたであろう金銭的利得を犠牲にしてまで、利己的でない業績報告をす
ると考えられる。 
 この考えに基づき、Mazar らは、不正直さの程度は、一般的に人が不正
直であると考える行動が、自らの自己概念にネガティブに影響しない範囲
内にあると主張している。とくに、Mazar et al. (2008)は意思決定状況の
カテゴリ化と意思決定時における道徳的基準への注意の観点に焦点を合わ
せて、不正直な程度がどのように変化するかを解き明かしている。 
 先行研究の結果は、Mazar et al. (2008)の自己概念維持理論と整合的で
ある。この考え方に基づき、不正直さの程度が状況依存的であると考える
と、多種多様な業績評価システムや企業内部の情報システムを取り扱う管
理会計領域において、どのような場合において従業員やマネジャーの行動
が非倫理的になるのかを特定することは価値のある研究となる。実際、
Evans et al. (2001)以降の研究では、ミスリポートによる金銭的な利得か
ら得られる効用とミスリポートによる心理的な不効用のトレード・オフに
どのような要因が影響を与えるのかを明らかにしてきた。すなわち、より
（不）正直な報告が行われる状況を特定することによって、業績報告行動
における正直さの研究群は拡張されている。 
 本研究も、業績指標の操作の程度にかかる心理的コストが状況依存的に
変動するという立場をとる。その状況に関してより理解を深めるために、
以下では、業績報告行動に影響を与える要因について、会計情報システム、
エージェント間の水平的関係、プリンシパル-エージェント間の垂直的関係、
正直さ以外の社会的選好の観点から、主として会計領域の研究を概観する。 
 
2.2.1. 会計情報システムと業績報告行動 
 
 会計情報システムに関連して、たとえば、情報システムの存在やその精
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度がマネジャーの報告行動に影響を与える。Hannan et al. (2006)は予算
編成の状況において、マネジャーの私的情報に関するシグナルを出す情報
システムがある場合、マネジャーはより正直に自らの情報を報告すると示
している。なぜなら、上司は情報システムを通じてマネジャーの私的情報
を推測できるからである。つまり、マネジャーは上司に正直に見られるこ
とから得られる心理的な効用と私的情報を正直に報告しないことから得ら
れる金銭的な効用のトレード・オフに直面する。印象管理の議論から、た
とえ直接的な金銭的利得がなくても人は印象管理を行い、したがって、マ
ネジャーは情報システムが存在する下で、自らの私的情報をより正直に報
告する(Hannan et al. 2006)。 
 情報システムの精度に関連して、情報システムが不正確な場合と比べて、
正確な場合にマネジャーは自らの私的情報を正直に報告しない(Hannan 
et al. 2006)。情報システムが正確な場合、不正確な場合と比べて、マネジ
ャーはミスリポートによる利得をより多く諦めなければならない。正確な
情報システムは、マネジャーの私的情報に関してより正確なシグナルを出
す。その結果、マネジャーはミスリポートから利得を得ることが困難とな
る。このとき、マネジャーにとって、正直に見られることの限界費用が、
正確な情報システムにおいて、より高くなる。したがって、情報システム
が正確な場合、マネジャーの関心事が正直に見られたいことからミスリポ
ートによる利得に移行するのである。 
 Maas and Van Rinsum (2013)は情報ポリシーがマネジャーの報告行動
に与える影響を実験室実験によって分析している。ここで、情報ポリシー
とはマネジャーの報告する情報が同僚のマネジャーに開示される程度を指
す。マネジャーは、ミスリポートの意思決定の際に、業績のミスリポート
による金銭的利得と社会規範を破ることのコストというトレード・オフに
直面する。一般に、個人にとって社会規範を破ることは避けたいことであ
り、とくに、このことは個人の行動が他者にとって観察可能なときにより
強くなる。したがって、情報ポリシーがオープンな場合、マネジャーはよ
り正直に業績報告を行う(Maas and Van Rinsum 2013)。 
 また、Newman (2014)は、非公式なコスト目標の厳しさ（容易、適度、
  13 
困難）を企業がマネジャーに伝えることが、マネジャーの報告行動の正直
さに与える影響を分析した。分析結果から、企業が特定の目標をマネジャ
ーに伝えないときや困難な目標を伝えるときと比べて、企業が適度または
容易なコスト目標をマネジャーに伝えるとき、マネジャーの報告行動にお
ける正直さは増大すると分かった。なぜなら、困難な目標を設定されたマ
ネジャーは目標の達成可能性が低いと考え、タイトな目標を無視する傾向
にある。一方、適度または容易な目標を設定されたマネジャーはコスト目
標をより意識するようになる。 
 
2.2.2. エージェント間の水平的な関係と業績報告行動 
 
 会計情報システムだけでなく、同僚との関係もマネジャーの報告行動に
影響を与えることが明らかにされている(Church et al. 2012; Maas and 
Van Rinsum 2013)。 
 た とえば、 Church et al. (2012) は 、モラル離脱理論 (moral 
disengagement theory)に基づいて、ミスリポートから得られるマネジャ
ーの金銭的利得を他者と共有することが、マネジャーの報告行動に与える
影響を検証している。個人は自らの行動を自己統制するために、社会化を
通して学習したモラル基準を利用し、基本的にそのモラル基準に背くこと
を避ける(Bandura 1990; Bandura 1999)。なぜなら、そうした行為には心
理的コストがかかってしまうからである。それにもかかわらず、個人は自
己統制のメカニズムをモラル基準に背く行動から離脱させることができる
ので、モラル基準に背く行動が生じうる(Bandura 1990; Bandura 1999)。
心理的な自己統制メカニズムは活性化されていなければ機能しないだけで
なく、個人は自我防衛的に自らの行動を合理化することによって、そのメ
カニズムを活性化しないでおくことができる(Aronson 2007)。 
 ミスリポートによる利得が他者に共有されない場合、ミスリポートする
ことは自己の利得を追求することとなり、モラル的にネガティブであるた
め、一般に正当的と認められにくい。一方、ミスリポートによる利得が共
有される場合には、マネジャーはミスリポートが他者の利得に資すると解
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釈できる。つまり、マネジャーはミスリポートすることを、非倫理的でな
い行為であると再解釈できる。したがって、ミスリポートによる利得が他
の従業員と共有されないときと比べて、その利得が共有されるとき、マネ
ジャーはより機会主義的に業績報告する(Church et al. 2012)。 
 また、Church et al. (2012)は、弾力的正当化理論(elastic justification 
theory)に基づいて、他の従業員のミスリポートに関する選好がマネジャー
の報告行動に与える影響も分析している。弾力的正当化理論から、個人が
機会主義的行動に従事する程度は、その行動の「弾力性」、すなわち、正当
化可能性または利己的に行動を再解釈する余地に依存すると予測される
(Hsee 1996)。他の従業員の正直さに対する選好が既知の場合、マネジャー
の報告の意思決定における弾力性は減少する。なぜなら、他の従業員は金
銭的利得に対する選好より高次な選好を有しており、マネジャーはミスリ
ポートによって他の従業員の利得を高めることに窮するからである。した
がって、他の従業員の選好がわからないときや他の従業員が自己利得の最
大化に選好を持つときと比べて、他の従業員が正直さに対して選好を持つ
とき、マネジャーはより正直に報告を行う(Church et al. 2012)。 
 Maas and Van Rinsum (2013)は、報酬構造の同僚との相互依存性がマ
ネジャーの報告行動に与える影響を実験室実験によって分析している。彼
らは、個人には不公平回避の選好があるとし、マネジャーが報告する業績
が他者の利得を減少させるときと比べて、他者の利得を増加させるとき、
業績を過大に報告する傾向にあることを示した。この結果は、行動経済学
といったその他の分野の先行研究とも一貫している(Erat and Gneezy 
2012)。  
 
2.2.3. プリンシパル－エージェント間の垂直的関係と業績報告行
動 
 
 プリンシパルーエージェント間の垂直的関係（たとえば、上司-マネジャ
ーおよびマネジャー-部下）の関係もまた、マネジャーの報告行動の正直さ
に影響を与える(Hannan et al. 2010; Jollineau et al. 2012; Mayhew and 
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Murphy 2014)。 
 Hannan et al. (2010)は、部下があるプロジェクトに関するコスト情報
を報告し、上司がその報告された情報に基づきプロジェクトの採否を決め
る状況において、スパン・オブ・コントロールが両者の行動に与える影響
を分析している。まず、上司の行動について考える。いま、上司の効用関
数を、富から得られる効用と社会規範の実施から得られる効用によって特
徴付けられるとする。人は、他人が社会規範を侵すことを罰するとき、満
足を経験できる(Fehr and Fischbacher 2004)。したがって、部下の報告す
るコスト情報にスラックがあると上司が考える場合、スラックの程度の増
加に伴いプロジェクト採択から得られる富が減少し、上司は社会規範の実
施の観点からプロジェクトを却下しやすくなる。 
 Hannan et al. (2010)はスパン・オブ・コントロールが増大すると、追
加的なプロジェクトの採択による限界効用は低下する一方、追加的なプロ
ジェクトの却下による社会規範の実施による限界効用は影響を受けないと
仮定している。上司が部下の報告するコスト情報にスラックがないと考え
る場合、（実験の設定上）プロジェクトは正の期待利得を生み出すことから、
上司はプロジェクトを採択する。したがって、スパン・オブ・コントロー
ルが大きい場合、上司は部下が提案するプロジェクトを却下しやすい
(Hannan et al. 2010)。 
 つぎに、部下の行動について考える。スパン・オブ・コントロールが大
きい場合によりプロジェクトを却下されやすいと部下が考えるのであれば、
部下はスラックを少なくする(Hannan et al. 2010)。なぜなら、部下はプ
ロジェクトを却下されてしまうと、利得を得られないからである。彼らの
研究は、組織構造が正直さの選好に与える影響を分析し、スパン・オブ・
コントロールの増大の潜在的なベネフィットを示している。 
 Rankin et al. (2008)は、予算の決定者や報告内容が報告行動の正直さに
与える影響を実験によって研究している。部下が予算の決定者の場合、部
下は報告の意思決定において、ミスリポートから得られる効用と正直さな
どの非金銭的な利得から得られる効用のトレード・オフに直面する。一方、
上司が予算の決定者の場合、部下は自らの報告内容に対する上司の反応を
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考慮し、自らが提示する利益配分が公平に見え、上司に提案する予算を拒
否されないように行動する。 
 また、Rankin らは、部下が上司に報告する内容についてプロジェクトの
コストないし利益を報告する場合を扱っている。利益の場合、部下は報告
の意思決定を単に上司との利益配分に関する意思決定であるとフレーム付
ける。このとき、部下の意思決定には正直さだけでなく、公平性などの非
金銭的なモチベーションが関連する。他方、コストの場合、部下は報告の
意思決定を上司に情報を伝達する意思決定であるとフレーム付ける。この
とき、部下の意思決定には正直さが関連する。これらの操作化によって、
正直さによる影響をその他の非金銭的なモチベーションによる影響から独
立させている(Rankin et al. 2008)。 
 実験の結果、部下が予算の最終決定者の場合、利益のみを報告する場合
と比べて、コストを報告する場合において、部下はより正直に報告行動を
行うことが分かった。さらに、利益のみを報告する場合、部下が最終決定
者である場合と比べて、上司が最終決定者である場合に、部下はより正直
に報告行動を行うことが明らかにされた。また、コストを報告する場合に
ついても、部下が最終決定者である場合と比べて、上司が最終決定者であ
る場合の方が、部下の報告行動はより正直である。 
 Mayhew and Murphy (2014)は、Milgram (1974)に基づき、上司からミ
スリポートするように指示を受けるとき、部下はミスリポートしやすくな
ると示した。Milgramの実験では、権威のある人から他者に電気ショック
を与えるよう指示を受けると、多くの参加者が指示に従うことが示されて
いる。実験内容に倫理的な問題はあるものの、Milgram (1974)は、個人は
たとえ権威のある人から指示された内容が正しくないと考えていても、指
示されるように行動する傾向があると示唆している。また一度上司からミ
スリポートの指示を受けると、部下は再度ミスリポートの指示を受けなく
ても、ミスリポートを再び行いやすい(Mayhew and Murphy 2014)。この
結果は、非倫理的な行動を一度行うと、そうした行動を続けて行いやすい
という研究とも一致している(Garrett et al. 2016; Mayhew and Murphy 
2014)。 
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 Mayhewらはまた、Bandura (1991)のモラル離脱理論に基づき、部下の
非倫理的な行動のメカニズムを明らかにしている。一般に、モラル離脱は
次の場合に起こりうる。それは、(1)個人がその行動自体を倫理的または道
義的に正しいと解釈する場合、(2)個人がその行動の結果を最小化もしくは
無視する場合、(3)責任をどこかに押し付ける場合、である。Mayhewらの
設定では、部下は上司からミスリポートをするよう指示を受けるので、ミ
スリポートの責任を上司に押し付けることができる。このとき、部下は責
任の所在を上司に置き換えることによってモラル離脱行動を合理化できる。 
 Mayhew and Murphy (2014)は非倫理的行動のメカニズムの解明だけ
でなく、モラル離脱理論を拡張し、非倫理的な行動をとった後の負の感情
についても検証している。モラル離脱理論は、非倫理的な行動に関する説
明を行っているが、そうした行動の後の感情については言及していない
(Mayhew and Murphy 2014)。Mayhewらは、非倫理的に行動する個人
の方が罪悪感や不快感といった負の感情を感じると示している。ただし、
彼らの結果によると、上司からミスリポートの指示を受けた人と比べ、そ
うでない人はあまり負の感情を抱きにくい。 
 一方、報告行動を行うマネジャーの部下がインフォーマル・コントロー
ルとして機能し、マネジャーの機会主義的行動が抑制されることも指摘さ
れている(Jollineau et al. 2012)。マネジャーは報告行動を行う場合、部下
の私的情報を抽出しようとする。マネジャーに報告を操作するインセンテ
ィブがあると、マネジャーは部下にバイアスのかかった情報を要求するお
それがある。しかし、部下がこの要求に抵抗することによって、財務報告
を行うマネジャーの機会主義的行動を抑制される。 
 Jollineau et al. (2012)は、この部下の役割について、まず、マネジャー
と部下の関係性の質に着目して、説明している。マネジャーと部下の質の
低い関係性は、部下が自らのマネジャーに影響を与えることができず、役
割が定義された関係性で仕事をし、マネジャーとポジティブな社会的関係
を持たない雇用状況によって特徴づけられる(Liden and Maslyn 1998)。
こうした部下は、明示的に定義されたタスクや責任を実行するが、それ以
上のことは実行しない。逆に、質の高い関係性は互恵的な影響、相互信頼、
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尊敬や好意によって特徴づけられる(Liden and Maslyn 1998)。こうした
部下は、マネジャーの目標によりコミットし、その目標を達成するために
追加的な努力を進んで行うと考えられる。これらの議論から、マネジャー
との質の高い関係を知覚する部下は、質の低い関係を知覚する部下と比べ
て、よりバイアスのかかった（マネジャーにとって好ましい）情報を提供
する(Jollineau et al. 2012)。 
 また、人間の認知における計算上の限界も倫理的判断の質に影響すると
示唆される(Chugh et al. 2005)。これは、状況や意思決定に内在する倫理
的な課題を認識する際の限界である。この考え方は、非倫理的な行動は人
にモラルがないからではなく、むしろ意思決定の倫理的な側面を認識して
いないから生じると示唆している。Jollineauらは、会計的な推測を倫理的
であると考える部下は、そうでない部下と比べて、あまりバイアスのかか
った情報を提供しないと示している。 
 Jollineau et al. (2012)は財務報告を行うマネジャーとその部下の関係性
と限定倫理性に着目し、部下がマネジャーの報告行動における不正直さを
いかに引き下げることができるのかを議論している。一方、Mayhew and 
Murphy (2014)は、報告行動を行うマネジャーとその上司の関係に着目し、
上司が不正直な報告をマネジャーに指示することが、マネジャーの報告行
動における正直さについて議論している。 
 さらに、プリンシパルによる報酬契約のデザインの選択もエージェント
の報告行動に影響を与える。Cardinaels and Yin (2015)は、プリンシパル
による固定給契約またはインセンティブ契約の選択が、三つの効果をもた
らすと指摘している。それらは、インセンティブ効果と信頼効果、情報漏
出効果である。インセンティブ効果とは、エージェントが高いコストを報
告すると報酬が下がるような報酬契約によって、スラックの形成を抑制す
る効果である。インセンティブ契約の利用が社会的選好に影響を与えない
と仮定すると、ミスリポートによる利得を減少させることで、エージェン
トのミスリポートが低下する。ただし、この契約の利用は、固定給契約と
比べて、エージェントにとって不信のシグナルとなる。したがって、イン
センティブ契約の利用は、ミスリポートを増加させうる。これが信頼効果
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である。 
 Cardinaels らは、プリンシパルによる報酬契約の選択は、不信とは別の
影響もエージェントに与えると主張している。プリンシパルの報酬契約の
選択が、他のエージェントの行動に関するシグナルをもたらすのである。
プリンシパルの固定給契約の選択は、他のエージェントが正直であり、ひ
いてはこの組織の規範が正直であることを示唆する。一方、プリンシパル
のインセンティブ契約の選択は他のエージェントは不正直であり、ひいて
はこの組織の規範が不正直であることを示唆する。したがって、インセン
ティブ契約の利用がより不正直な報告行動を引き起こす(Cardinaels and 
Yin 2015)。 
 
2.2.4. その他の社会的な選好による影響 
 
 マネジャーの報告行動における正直さの程度に影響を与える要因として、
正直さに対する選好以外にも、評判や倫理的関心といったマネジャー個人
の要因が挙げられる(Stevens 2002; Webb 2002)。Stevens (2002)は、マ
ネジャーの評判や倫理的関心と正直さの程度の間には正の関係があると示
した。なぜなら、もし人が評判を損ねないように行動するなら、社会的規
範に背く利己的な報告行動を避けようとするからである。さらに、倫理的
関心は正直さや公平性のような内在化された社会的規範と正の関係があり、
利己的な報告は一般的に正しくないとされることなので、倫理的関心の高
い人はそうした報告行動を避けようとする。Webb (2002)も同様に、マネ
ジャーは好ましい評判を得るために正直に報告を行うと示した。 
 
2.3. 主観的業績評価に関する研究 
 
 本節では、まず、主観的業績評価の概念およびその実践方法について説
明する。その後、主観的業績評価が業績指標の操作や努力に与える影響に
ついて着目して、これまでの経験的な研究知見を整理する。 
 主観的業績評価について理解するためには、客観的業績評価との対比が
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有効である(梶原 2004)。客観的業績評価は、業績評価において評価者の判
断を介さずに、予め定められた公式などによって被評価者の業績が決定さ
れる方法である。評価者が望む活動や努力が適切に業績指標に反映される
場合や、業績指標が市場環境などの外的要因から影響を受けにくい場合な
どに、客観的業績評価は有効である(Baker et al. 1994)。一方、主観的業
績評価は公式や算式によってではなく、評価者の判断に基づき被評価者の
業績を決定する方法である(Merchant and Van der Stede 2012)。すなわ
ち、両者の業績評価方法の違いは、被評価者の業績評価結果に評価者によ
る判断が介在するかどうかにある。 
 業績測定方法と業績評価の関係を考えると、客観的業績評価は定量的業
績測定と、主観的業績評価は定量的・定性的業績測定の両方と関連する(梶
原 2004)。主観的業績評価は定性的業績測定と一体化したものであり、概
念上区別することはできても、実践上は切り離すことができない(梶原 
2004)。また、業績指標については、客観的業績指標と主観的業績指標に分
類できる。たとえば、Ederhof (2010)は両者の業績指標の違いを第三者へ
の立証可能性に求めている。彼女らは、客観的業績指標は立証可能であり、
主観的業績指標は立証不可能であると特徴付けている。 
 既存研究から、主観的業績評価は少なくとも 3つの方法で実践されるこ
とが確認されている(e.g., Gibbs et al. 2004; Bol 2008; Hermans et al. 
2013)。それらは、（1）主観的業績指標を用いること、（2）業績指標の重み
付けに柔軟性を持たせること、（3）事前に明記された業績指標以外の要因
に基づく事後の裁量的調整を用いること、である。 
 （1）の主観的業績指標の利用は、業績指標の測定段階において評価者に
よる主観的な判断が介在するため、主観的業績評価と関連する。（2）の業
績指標に対する重み付けは、複数の業績指標が存在する場合に、どの指標
を重視して業績評価を行うかを評価者が自らの判断で決定することである。 
 たとえば、バランスト・スコアカードを業績評価に用いる場合を考える。
事前に各業績指標への重みが決まっている場合、おり、それが事後的に変
更されるような場合には、業績が測定されると自動的に評価が決定される
ので、客観的業績評価となる。一方、各業績指標への重みづけを業績評価
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の際に評価者が決定するような場合や予め決められた重みづけを変更する
ような場合には、主観的業績評価となる。すなわち、業績指標の重み付け
に柔軟性を持たせることは、複数の業績指標が存在する場合に、各業績指
標への重みを評価者の判断によって決定することを指す。 
 （3）の裁量的調整は、公式的に業績が評価される部分に加えて、その他
の要因による調整を用いることである。この裁量的調整とは、測定された
業績に加えて、たとえば評価者が市場環境や被評価者の日頃の努力や姿勢
などを考慮して上方調整または下方調整をするような業績評価方法である。
本研究では、この裁量的調整という主観的業績評価実践を研究対象とする。
なぜなら、後述する主観的業績評価のベネフィットとも関連するが、裁量
的調整が業績指標の操作に対して最も直接的に罰を与えられる方法だから
である(Bol 2008)。 
 裁量的な調整方法は現実的には 2つのパターンがあると考えられる。そ
れは上方調整と下方調整である。上方調整は、たとえばあるエージェント
の業績が 70 というときに、プリンシパルの判断に基づいて当該エージェ
ントの業績を 85 とする調整の仕方である。一方、下方調整はその逆であ
り、たとえばあるエージェントの業績が 70 というときに、プリンシパル
の判断に基づいて当該エージェントの業績を55とする調整の仕方である。
したがって、プリンシパルは、上方または下方調整を行うか、そもそも裁
量的調整を加えないという3つの選択肢の中から意思決定することとなる。 
 一般に主観的業績評価といった場合には、プリンシパルが上方または下
方調整のいずれもできる場合を想定されていると考えるのが妥当であろう。
しかし、業績評価の制度としては、プリンシパルに上方調整のみが許容さ
れている場合や、上方ないし下方調整が許容されていても実質的に下方調
整が行われることはないような場合も考えられる。また逆に、下方調整の
みが許容されている場合や実質的に下方調整のみが行われる主観的業績評
価といった場合もありうると考えられるだろう。 
 それでは、主観的業績評価にはどのような意義があるのだろうか。それ
は、客観的業績評価で生じる問題を補完することである(Gibbs et al. 2004)。
客観的業績評価では、業績指標が不正確なために被評価者に過度のリスク
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を負わせてしまう問題や、被評価者の職務次元を限定的にしか捉えること
ができないといった問題が生じる。こうした問題は、インセンティブ契約
に歪みを引き起こしてしまう(Bol 2008)。そのような問題を回避するため
に、主観的業績評価は有効である。なぜなら評価者の判断を業績評価に組
み込むことによって、業績指標の正確性が低い場合にはそれを調整するよ
うな評価を行ったり、業績測定されていないけれども企業価値向上につな
がるような被評価者の活動を評価したりできるからである。こうして、主
観的業績評価はインセンティブ契約を改善しうる(Bol 2008)。 
 Bol (2008)によれば、主観的業績評価のベネフィットとコストは次のよ
うにまとめられる。まず、ベネフィットとして、インセンティブの歪みの
緩和、リスク削減、適応行動の誘因、業績指標の操作の抑制、知覚される
不公平さの削減が挙げられている。また、コストとして、契約の破棄、不
正確な評価、インフルエンス活動、測定基準の不確実性が挙げられている
(Bol 2008)。本研究では、とくに主観的業績評価のベネフィットの一つで
ある業績指標の操作の抑制に着目する。 
 エージェントによる業績指標の操作は、とくに、客観的業績評価の下で
起こる問題である(Baker et al. 1994; Bol 2008)。前述したように、本研究
が想定する客観的業績評価とは、エージェントの業績評価の方法が予め定
められた公式などによって決定される業績評価方法である。このとき、業
績指標が操作可能であり、そのことに対するペナルティがない場合、エー
ジェントはそうする可能性がある。なぜなら、エージェントは業績指標を
操作することによって、本来得られるはずの報酬よりも高い報酬を受け取
ることができるからである。したがって、エージェントは客観的業績評価
の下で、利己的に業績指標を操作するおそれがある。 
 エージェントによる業績指標の操作を防ぐのに役立つコントロール・シ
ステムとしては、主観的業績評価の有効性が指摘されている(Baker et al. 
1994; Bol 2008; Gibbs et al. 2004; Woods 2012)。主観的業績評価では、
プリンシパルが自らの判断によってエージェントの業績を評価できる。つ
まり、エージェントが業績指標を操作している場合に、プリンシパルはそ
の業績指標を割り引いて評価することや、場合によってはエージェントを
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罰することができる。したがって、プリンシパルにエージェントの業績指
標の操作を見抜く能力があれば、主観的業績評価の下では、エージェント
は業績指標の操作に対する罰を恐れて、業績指標を操作しないと考えられ
る。 
 既存研究では、主観的業績評価が従業員による業績指標を抑制すること
に関して、異なる結果が得られている(北田 2015)。Gibbs et al. (2004)と
Woods (2012)は業績指標の操作可能性と主観的業績評価の利用の間に統
計的に有意な関係を観察することはできなかった。一方、Gibbs et al. 
(2009)は、業績指標の操作可能性と主観的業績評価の間に正で有意な関係
を発見した。これらの研究はいずれも、主観的業績評価を利用するかどう
かを被説明変数とし、業績指標の操作可能性を説明変数として分析してい
る。 
 以上から、先行研究では、主観的業績評価には業績指標の操作を防ぐ役
割があることが指摘されていることがわかった(Baker et al. 1994; Bol 
2008)。主観的業績評価では、プリンシパルがエージェントの業績を事後的
に評価することによって、エージェントの保有する情報や行動、アウトプ
ットをモニタリングできる。もしエージェントが業績指標を操作しており、
プリンシパルがその事実を発見するなら、プリンシパルはその指標を事後
的に修正し、エージェントを罰することができる。このとき、エージェン
トが業績指標を操作した場合にプリンシパルから罰を受けると認識してい
れば、エージェントは業績指標を操作しないだろう。 
 
2.4. ⼩括 
 
 業績指標の操作は、本来の業績を歪めることにより、意思決定者に誤っ
た情報を提供してしまう。誤った情報に基づく意思決定は、企業の効率的
な組織運営を阻害してしまうだろう。文献レビューの結果、会計システム
やオペレーティングシステムを通じて、マネジャーは業績指標を操作する
可能性があると示された(e.g., Birnberg et al. 1983; Merchant 1990; 
Merchant et al. 1995)。こうした利己的な業績報告行動に関して、管理会
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計領域では主として、二つの観点から研究が行われてきた。一つは、個人
の選好に着目した研究である。もう一つは、コントロール・システムに着
目した研究である。 
 前者に関して、利己性のみを仮定する伝統的なエージェンシー理論では、
エージェントは、自らの利得を高めるために、利己的に業績報告すると予
測される(Baiman and Lewis 1989)。しかし、先行研究では、個人の正直
さといった社会的選好に焦点を合わせ、エージェンシー理論が予測するほ
ど、機会主義的な業績報告行動が起こらないことを示してきた(e.g., Evans 
et al. 2001; Hannan et al. 2006, 2010; Rankin et al. 2008)。 
 先行研究の特徴として、報告行動における正直さに関する研究は、その
ほとんどが実験室実験を利用している。実験では、個人の機会主義的行動
から得られる効用と個人の正直さから得られる効用の関係を直接的に分析
できる。たとえば、アーカイバル・データやサーベイ・データには、分析
対象となる従業員の職場環境や人間関係などのコントロールしなければな
らない要因がデータの中に多く含まれてしまう。先行研究は、実験によっ
てそうした要因を一定にまたは除外することで、内的妥当性を確保してい
る。 
 また、先行研究は、参加者の自己報告の内容と参加者が持つ私的情報の
内容との乖離をミスリポートとして捉え、参加者の報告行動に関する分析
を行っている(e.g., Evans et al. 2001; Hannan et al. 2006, 2010; 
Newman 2014; Church et al. 2012)。たとえば、サーベイでは、従業員に
業績指標を操作するかどうかを尋ねることはできるが、あくまでそれは従
業員の意思や認知であり、実際の行動ではない。さらに、業績指標を操作
するかどうかという質問は、従業員にとって回答しにくい質問であると考
えられる。また、企業内部のアーカイバル・データでは、従業員による業
績指標の操作を直接的に捉える指標は通常存在しないと考えられる 。先行
研究は実験によって、こうした問題を回避し、業績指標の操作に関して構
成概念妥当性がより高い研究を行っている。 
 後者のコントロール・システムの観点から、業績指標の操作に対して、
主観的業績評価の有効性が議論されている(Gibbs et al. 2009, 2004; Bol 
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2008; Woods 2012)。客観的業績評価と異なり、主観的業績評価では、エ
ージェントの業績が事後的に評価・判断される。すなわち、エージェント
が業績指標を操作しているとプリンシパルが判断する場合、プリンシパル
はエージェントの業績を割り引くことや、エージェントを罰することがで
きる(Baker et al. 1994; Bol 2008)。先行研究の主眼は、プリンシパルがエ
ージェントによる業績指標の操作を抑制するために、主観的業績評価を利
用するかどうかにあった(e.g., Gibbs et al. 2009, 2004; Woods 2012)。
主観的業績評価が実施される際にエージェントの業績指標の操作が抑制さ
れるかどうかについては、経験的なエビデンスはまだ提示されていない。 
 また、先行研究の多くが、予算システムにおける報告行動を扱っている。
一方、本研究は業績測定・評価段階における報告行動を扱う。先行研究で
は、マネジャーが報告する情報に関して、参加者に外生的に与えられてい
た。本研究では、参加者が内生的にマネジャーが報告する情報を決定する
状況を想定している。つまり、本研究では、マネジャーが自らの努力によ
ってその成果を生み出し、それを操作するかどうかに着目する。このこと
を検証することによって、たとえば、情報内容がエージェントの努力や能
力といったエージェント自身に起因する場合における状況へと先行研究を
拡張できる。 
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3. 仮説構築 
 
 本研究では、異なる業績評価方法におけるマネジャーの行動を比較する。
具体的には、客観的業績評価または主観的業績評価におけるマネジャーの
業績指標の操作および努力に関する行動を比較する。なお、仮説を構築す
るにあたって、本研究では、先行研究と同様に、利己的な業績報告を行う
ために業績指標を操作することにかかる金銭的なコストはかからないと仮
定している(e.g., Evans et al. 2001)。また、本研究では、利己的な業績報
告行動をすることができるかどうかを、エージェントが努力を行う前に知
っている状況を想定している。 
 
3.1. 本研究が想定する状況 
 
 具体的な個々の仮説を構築する前に、本研究が想定する状況を説明する。
本研究では、表 1のように、4つの業績評価方法を想定している。それは、
OPE 群、SPEUD 群、SPEU 群、SPED 群である。OPE 群では、マネジャ
ーは客観的業績評価を受ける。他の 3つの群では、マネジャーは主観的業
績評価を受ける。 
 さらに、本研究は、主観的業績評価を受ける群を 3つに分類する。具体
的には、上方調整および下方調整がプリンシパルに許容されている主観的
業績評価、上方調整のみがプリンシパルに許容されている主観的業績評価、
下方調整のみがプリンシパルに許容されている主観的業績評価である。こ
れら3つの主観的業績評価の種類を探索的に扱うことによって、本研究は、
主観的業業績評価の利用方法についてインプリケーションを与えることが
期待される。 
 SPEUD 群では、マネジャーは上司による主観的業績評価によって上方
または下方に業績を調整される可能性がある。SPEU 群では、マネジャー
は上司による主観的業績評価によって上方に業績を調整される可能性があ
る。SPED 群では、マネジャーは上司による主観的業績評価によって下方
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に業績を調整される可能性がある。 
 
 
 
表1 本研究で想定する業績評価方法 
名称 OPE群 
SPE 群 
SPEU群 SPED群 SPEUD群 
業績評価
方法 
客観的 
業績評価 
上方調整の 
主観的業績評価 
下方調整の 
主観的業績評価 
上方・下方調整の 
主観的業績評価 
 
 
 
3.2. 業績報告⾏動に関連する仮説 
 
3.2.1. 客観的業績評価と業績報告行動 
 
 まず、マネジャーの業績が客観的業績評価によって決定される状況につ
いて考える。この状況はマネジャーの業績評価が予め決められた公式など
によって決定される状況を指す。 
 業績報告行動に関して、利己性のみを仮定する伝統的なエージェンシー
理論に基づくと、OPE群のマネジャーは利己的な業績報告から得られる金
銭的なベネフィットと業績指標の操作に関連する金銭的なコストのトレー
ド・オフに直面する。いま、業績指標の操作に金銭的なコストがないと考
えると、マネジャーは業績指標を可能な限り操作すると予想される
(Baiman and Lewis 1989)。なぜなら、マネジャーはそうすることで、自
らの利得を増やすことができるからである。 
 しかし、近年の実験研究から、たとえ業績指標の操作にかかる金銭的な
コストがない状況でも、マネジャーは金銭的な利得を最大化しないことが
示されている(Evans et al. 2001; Hannan et al. 2006; Rankin et al. 2008)。
なぜなら、マネジャーは業績指標の操作に対して心理的コストを経験する
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からである(Evans et al. 2001)。つまり、業績指標の操作から得られる金
銭的なベネフィットが業績指標の操作にかかる心理的なコストを上回る範
囲において、マネジャーは業績指標を操作すると予想される。 
 以上の議論から、業績指標の操作にかかる心理的コストを考慮すると、
Evans et al. (2001)をはじめとする先行研究と一致して、OPE群のマネジ
ャーは必ずしも業績指標を最大限利己的に操作しないと予測される。そこ
で、本研究では次の仮説を設定する。 
 
仮説 1：OPE群のマネジャーは、自らの金銭的利得を最大化するように業
績指標を操作するわけではない。 
 
3.2.1. 客観的・主観的業績評価の業績報告行動の比較 
 
 つぎに主観的業績評価を受けるマネジャーの行動について考える。主観
的業績評価では、マネジャーの業績が予め決められた公式などではなく、
評価者の判断によって決定される(Merchant and Van der Stede 2012)。
つまり、マネジャーの業績が適切でない場合に、評価者はそれを調整する
ことができる。したがって、マネジャーが業績指標を操作した場合、評価
者はその調整を通じて、当該マネジャーにペナルティを与えることができ
る(Bol 2008)。このことから、マネジャーは業績指標の操作にかかる心理
的コストに加えて、評価者によるペナルティにかかるコストも考慮して、
業績指標の操作に関する意思決定をしなければならない。つまり、評価者
によるペナルティにかかるコストが存在する場合、主観的業績評価を受け
るマネジャーは OPE 群のマネジャーよりも業績指標の操作に関して、よ
り大きなコストを認識することとなる。なお、本研究の設定では、下方調
整があるのは、SPEUD群と SPED群である。 
 また、人には他者から正直に見られたいという選好が働く(Snyder 1974)。
主観的業績評価では、客観的業績評価と異なり、マネジャーは評価者から
直接的に自らの業績に関する評価を受ける。したがって、主観的業績評価
を受ける場合には、他者である評価者から正直に見られたいというエージ
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ェントの選好が働くと予想される。なぜなら、エージェントは印象管理を
通じて、プリンシパルに好ましい印象を与えようとするからである
(Hannan et al. 2006; Mazar et al. 2008; Snyder 1974)。このようなエー
ジェントは、業績指標を操作して、プリンシパルに対する印象を悪くする
行動を避けるだろう。 
 以上の議論から、次の仮説が導かれる。 
 
仮説 2：各 SPE群のマネジャーの業績指標の操作の程度は、OPE群のマネ
ジャーと比べて、小さい。 
 
3.2.2. 主観的業績評価と業績報告行動 
 
 つづいて、SPE 群間での業績報告行動について考える。まず、SPEU 群
では、主観的業績評価ではあるけれども、上司によるペナルティという側
面は機能しない。なぜなら、SPEU 群では、マネジャーが報告する業績に
対して、上司は上方調整しかできないからである。つまり、SPEU 群のマ
ネジャーは、OPE群のマネジャーと同様に、評価者のペナルティに関わる
コストを認識しないこととなる。したがって、SPEU 群のマネジャーは、
SPEUD 群のマネジャーや SPED 群のマネジャーと比べて、業績指標の操
作に対して認識するコストがより小さくなる。ここから、SPEU 群のマネ
ジャーは、SPEUD 群と SPED 群のマネジャーと比べて、より業績指標を
操作しやすいと予想される。 
 
仮説 3：SPEU 群のマネジャーの業績指標の操作の程度は、SPEUD 群や
SPED群のマネジャーと比べて、より大きい。 
 
3.3. 業績に直接影響する努⼒に関連する仮説 
 
3.3.1. 客観的業績評価と努力 
 
 つぎに、OPE群のマネジャーの努力行動について考える。OPE群のマネ
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ジャーにとって、最も経済合理的な行動は、努力を一切せずに、業績指標
を最大限操作することである。この行動によって、マネジャーはタスクに
かける努力コストを負担せずに、自らの利得を最大化できる。ただし、本
研究では、仮説 1で議論したように、多くのマネジャーがそうした行動を
しないと予測している。むしろ、多くのマネジャーはある程度正直に業績
報告するだろう。マネジャーがある程度正直に業績報告すると仮定すると、
マネジャーは自らの報酬額を高めるためには、ある程度努力をしなければ
ならない。 
 また、コンピュータを用いたタスクに対する内発的動機付けやオンライ
ン市場での評判といった要因も努力に影響する(Farrell et al. 2017)。
Farrell et al. (2017)は、Mtruk を用いたオンライン実験によって、たとえ
固定給であっても、エージェントはある程度努力することを示した。なぜ
なら、オンライン市場で働く労働者は元来、ある程度コンピュータを利用
したタスクに関心を持っていると考えられるからである。 
 また、オンライン市場での評判に関して、たとえば、Mturk では、労働
者がタスクを行なった後に、依頼者はその成果を受け入れるか拒否するか
を選択できる。もし、依頼者がその成果を拒否すれば労働者は報酬を得る
ことができなくない。また依頼者はタスクをMturk 上に投じる時に、どの
ような労働者に対して募集をかけるかを選択できる。この際、基準の一つ
として労働者の成果の採択率がある。たとえば、依頼者が成果の採択率 95
パーセント以上の労働者のみに募集をかけると、採択率 95 パーセント未
満の労働者はそのタスクに参加することができず、労働の機会を逸するこ
ととなる。このような観点から、オンライン市場での労働者はその市場で
の評判を懸念すると考えられる。 
 
仮説 4：OPE群のマネジャーの努力はゼロではない。 
 
3.3.2. 客観的・主観的業績評価の努力の比較 
 
 つぎに、OPE群のマネジャーとSPE群のマネジャーの努力を比較する。
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下方調整のある主観的業績評価である SPEUD 群と SPED 群では、上司か
ら望ましい行動をしていないと判断される場合に、マネジャーは下方調整
によって業績を引き下げられる恐れがある。したがって、マネジャーは、
自らの報酬を下げられないために努力するだろう。また、上方調整のある
主観的業績評価である SPEUD 群と SPEU 群では、上司から望ましい行動
と判断される場合に、上方調整によって業績を引き上げられる可能性があ
る。こうした業績の引き上げを期待するマネジャーはより積極的に努力す
るだろう。 
 以上の議論から、主観的業績評価の特徴である上方調整および下方調整
は両者ともに、努力を引き上げる要因となる。したがって、各 SPE群のマ
ネジャーは、OPE 群のマネジャーと比べて、より努力すると予想される。 
 
仮説 5：各 SPE群のマネジャーは、OPE群のマネジャーと比べて、より努
力する。 
 
3.4. 業績指標と努⼒の関係に関する仮説 
 
 それでは、業績指標の操作と努力にはどのような関係があるのだろうか。
客観的業績評価のように業績指標の操作に対するペナルティがない状況を
想定すると、利己的に行動するマネジャーほど、努力せずに業績指標を操
作すると予想される。ただし、仮説 1で議論したように、心理的なコスト
のために、マネジャーは業績指標を最大限操作するわけではない。こうし
たマネジャーは自らの報酬を高めるためにある程度努力をすると予想され
る。なぜなら、マネジャーがある程度業績指標を操作しないと考えると、
彼らの報酬は主として彼らの努力の結果である成果に基づくからである。
ある程度努力し、良い成果を得るマネジャーにとって、業績指標の操作の
程度に上限があると仮定すると3、業績指標の操作から得られる金銭的な利
                                               
3 この議論が成り立つために重要なことは、業績指標の操作の範囲に上限が設定
されており、そのことが実験上に再現されている点である。もし業績指標の操作
の範囲に上限がない状況を考えると、マネジャーは青天井に業績指標を操作でき
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得は、良い成果を得られないマネジャーと比べて相対的に低くなる。つま
り、良い成果を得ているマネジャーほど、相対的に業績指標の操作に対す
るインセンティブが小さくなる。このことから、業績指標の操作の程度と
努力の程度には負の関係があることが予想される。 
 上記の議論に加えて、仮説 2や仮説 5で議論したように、主観的業績評
価は、業績指標の操作の程度を抑制し、努力を引き上げる効果があると予
想される。したがって、主観的業績評価の下においても、業績指標の操作
の程度と努力には負の関係があると予想される。 
 
仮説 6：業績指標の操作の程度と努力には負の関係がある。 
 
3.5. 報酬に直接影響しない⾏動に関する仮説 
 
 モニタリングやコストのかかる努力の強制を含むコントロール・システ
ムは、プリンシパルにとって好ましくないエージェントの行動を引き起こ
すことが知られている(e.g., Belot and Schröder 2013, 2015; Falk and 
Kosfeld 2006; Christ et al. 2008; Christ et al. 2012)。たとえば、Belot 
and Schröder (2013)は実験室実験によって、Belot and Schröder (2015)
はフィールド実験によって上記の影響を検証している。 
 Belot and Schröder (2015)は、エージェントの成果をモニタリングする
ことによって、モニタリングされていないエージェントの行動（例えば、
遅刻など）に対して望ましくない影響を与えることを示した。こうした行
動の背後には、ネガティブなレシプロシティが存在する。レシプロシティ
に関する研究知見は、個人は自らを親切に（不親切に）扱ってくれる人に
                                               
てしまうこととなる。本研究ではこうした状況は想定していない。また、多くの
先行研究においてもミスリポートには上限がある状況が想定されている。ミスリ
ポートができるということは、その前提として、マネジャーと上司の間に報告情
報の内容に関する情報の非対称性が存在すると考えられている。ただし、通常そ
の情報の非対称性にはある程度の限りがあると考えられるだろう。具体的には、
ある程度正常な範囲内のマネジャーの業績のとる値を、上司は把握している状況
を本研究では想定している。 
  33 
対して親切に（不親切に）報いる傾向にあることを示している(Falk and 
Fischbacher 2006)。つまり、コントロール・システムがエージェントの行
動の全ての次元を捉えるわけではない状況において、エージェントがコン
トロール・システムをネガティブに知覚することによって、その反発がコ
ントロールされていない行動へと及ぶ(Belot and Schröder 2013, 2015)。 
 本研究の状況に照らし合わせると、SPED 群と SPEUD 群において、こ
うしたネガティブなレシプロシティが作用すると考えられる。なぜなら、
SPED 群と SPEUD 群では、エージェントはプリンシパルから自らの業績
を下方に調整される恐れがあるからである。以上の議論から、仮説 7およ
び仮説 8が導かれる。 
 
仮説 7：SPEUD 群と SPED 群のマネジャーは、OPE 群と SPEU 群のマネ
ジャーと比べて、業績評価システムに対してよりネガティブに知覚
する。 
 
仮説 8：SPEUD 群と SPED 群のマネジャーは、OPE 群と SPEU 群のマネ
ジャーと比べて、コントロールされていない次元において、あまり
努力をしない。 
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4. リサーチ・デザイン 
 
 本研究は、Mturk を利用したオンライン実験によって仮説を検証する。
参加者は OPE 群、SPEUD 群、SPEU 群、SPED 群の 4 つの群に割り振ら
れる。すべての参加者は、タスクを行い、その結果を自ら上司に報告する
マネジャー役を担う。 
 本研究が仮説検証として実験を選択した理由は次のとおりである。第一
に、サーベイ・データやアーカイバル・データでは、業績指標の操作とい
う現象を測定することは困難であるからである。もし仮に、サーベイで業
績指標を操作するかどうかという意思を従業員に尋ねたとしても、多くの
従業員は業績指標を操作しないと回答することが予想される。また、アー
カイバル・データでも、業績指標が操作されているかどうかを判別するこ
とは困難だと考えられる。しかし、実験では、実際の業績と報告される業
績を識別できるので、サーベイ・データやアーカイバル・データを用いる
よりも、構成概念妥当性の程度を高めることができる。 
 第二に、現実の実務では、従業員の業績は多面的に様々な方法で評価さ
れている。外部の経済環境や、その組織の業績、他の従業員との関係性な
どコントロールしなければならない要因が多く、業績評価と業績指標の操
作の直接的な関係性を分析することは困難である。本研究は、実験によっ
て統制された環境を用いることで、主観的業績評価の要素が業績報告およ
び努力に与える影響を直接的に分析できる。このことは、業績評価と業績
報告および努力の間の因果関係を担保してくれるだろう。したがって、本
研究では、内的妥当性の高い検証が期待される。 
 以下では、オンライン実験の妥当性について議論した上で、具体的な実
験デザインを説明する。 
 
4.1. クラウド・ソーシング・サービスを利⽤した実験 
 
 本研究では、Mturk というクラウド・ソーシング・サービスを利用して、
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実験を行う。以下では、まず、クラウド・ソーシング・サービスの概要お
よびクラウド・ソーシング・サービスを利用した調査に伴う課題について
説明する。 
 クラウド・ソーシングとは、群衆(crowd)と業務委託(sourcing)を組み合
わせた造語であり、インターネットを利用し、サービスの登録者に業務を
委託する仕組みである。この業務は、システム開発やデザイン制作、翻訳
などの業務から、調査への回答など多岐にわたる。一般的に、業務を遂行
した登録者はその成果を納品し、その成果の出来について依頼者に承認さ
れた場合に報酬を受け取る。 
 近年、クラウド・ソーシング・サービスを利用した調査は、社会科学の
分野において盛んに行われている。このことは、日本国内だけでなく、世
界的な傾向である(三浦・小林 2015)。クラウド・ソーシング・サービスを
利用した実験といわゆる実験室実験との違いは、実験が行われる場所にあ
る。会計学領域でしばしば採用される実験室実験では、参加者は通例、実
験を行う場所（実験室）に集められて、実験が実施される。他方、クラウ
ド・ソーシング・サービスを利用した実験では、参加者の募集、実験の実
施、報酬の支払といった実験における一連のプロセスがすべてインターネ
ット上で行われる。 
 また、クラウド・ソーシング・サービスを利用した実験では、参加者を
世界中から集めることができる。多種多様な属性をもつ参加者を集めるこ
とにより、想定される母集団をより良く反映するサンプリングが可能とな
る。たとえば、ある講義を受講している学生を対象とし、教室のような集
合場面で行われる実験では、得られるデータにサンプリング・バイアスが
生じてしまう。クラウド・ソーシング・サービスを利用した実験では、こ
うした問題を回避できる可能性がある。このことは、結果の一般化可能性
を高め、実験室実験の弱点である外的妥当性の向上に寄与すると期待され
る。 
 さらに、オンライン上で行われる調査の利点は、参加者ごとの任意の環
境で協力を得られることによるデータ収集コストの低減や、インターネッ
ト上のプログラムを通じた回答を必須とする条件を付与することによる欠
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損値の削減、尺度項目の提示順序のランダマイズによる順序効果の相殺、
教示などによる実験的操作を調査票に含めること、画像／音声を利用した
刺激の活用などが挙げられる(三浦・小林 2015)。これらのことから、オン
ライン上で行われる調査では、よりダイナミックな環境で過不足のないデ
ータ収集が期待できる(三浦・小林 2015)。 
 もちろんオンライン上での調査には、いくつかの問題も伴う。代表的な
問題が、調査協力者が調査に際して応分の注意資源を割かない行動である
(e.g., Clifford and Jerit 2014, 2015; 三 浦 ・ 小林  2015, 2016; 
Oppenheimer et al. 2009)。この行動は、実験室実験や郵送質問票調査に
おいてももちろん生じる問題であるが、オンライン上での調査ではより深
刻な問題となりうる。なぜなら、回答者の実験中の行動は実験者から観察
できないからである。なお、こうした行動は、調査項目の難しさ、回答者
の能力、回答者の動機づけ（回答者の認知的欲求、調査テーマの個人的重
要性、調査への回答が何かの役に立つという信念、回答による疲れ、調査
主体の姿勢）といった原因によって生じるとされる(Krosnick 1991)。 
 こうした行動の有無を調べるには、実験フローの中に IMC(Instructional 
manipulation check)項目を含めることが有効である(Oppenheimer et al. 
2009)。IMC 項目では、通常通りの回答をしないように求めるメッセージ
を説明に付随させ、実験参加者がその説明に従うかどうかによって、調査
に注意を割いていたかどうかが測定される。Oppenheimer et al. (2009)は
図 1 のように、教示文を精読しているかどうかを確認するための IMC 項
目を開発した。Oppenheimer らの質問は、選択肢を選んだり、「Continue」
ボタンを押すのではなく、「Sports Participation」という質問タイトルを
押すよう、参加者に指示している。したがって、教示文を精読している参
加者は、質問タイトルをクリックするはずである。そうでない参加者は、
選択肢をクリックしたり、「Continue」をクリックしたりする。
Oppenheimer et al. (2009)らのクラウド・ソーシング・サービスを利用し
た結果では、およそ 3 割の参加者が IMC 違反、つまり教示文を丁寧に読
んでいないことが明らかとなった。 
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図1 Oppenheimer et al. (2009, 868, Fig.861)によるIMC項目 
 
 
 
 しかし、最近の研究によると、クラウド・ソーシング・サービスを利用
した実験では、オンライン調査機関を利用した調査や実験室実験と比べて、
IMC違反率は比較的少ないまたは同等であると示されている(e.g., 三浦・
小林 2016; Clifford and Jerit 2014)。たとえば、Clifford and Jerit (2014)
はオンライン上での実験と実験室実験の比較を行い、注意や社会的に望ま
しい反応のレベルの観点から、両者のデータに差がないことを示した。こ
のことは、実験室実験に代わって、オンライン上での実験が有効であるこ
とを示唆している。本研究において、参加者が教示を精読するかどうかは
非常に重要な問題となる。なぜなら、参加者は教示を通じて自らの報酬の
決まり方を理解しなければならないからである。すなわち、本実験におけ
る独立変数の操作化は、教示文の差異によって表現されるので、本研究で
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図 6：（仮説 4）主観的業績評価の導入理由の存在が業績指標の操作に与える影響 
 
 
 
 
図 7：Oppenheimer et al. (2009, 868)の Fig. 1 
 
 
業績指標の操作の程度 
SPE 導入後の OPE を受
けるタスク（説明なし） 
SPE導入後の OPEを受
けるタスク（説明あり） 
※OPEは客観的業績評価，SPEは主観的業績評価を意味する。 
仮説 4 
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はOppenheimer et al. (2009)が開発した IMC項目を利用し、参加者が実
験に応分の注意資源を割いているかどうか測定する。本研究では、IMC項
目として、Oppenheimer et al. (2009)や Maniaci and Rogge (2014)にな
らい、次の二つの項目を設定している。 
 まず一つ目は、Oppenheimer et al. (2009)にならい設定した項目であ
り、図 2 が実際に用いた質問項目をスクリーンショットしたものである。
この質問における教示文は、参加者に対して、「How often do you engage 
in these activities regularly?」という質問を無視するように指示している。
したがって、教示文を精読している参加者は、指示通り当該質問を無視す
ることとなる。一方、そうでない参加者は、スキー、スイミング、ランニ
ングに関して、定期的に行っている頻度を回答してしまうこととなる。 
 
 
 
 
図2 本研究でのIMC項目 
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図 8：実験における IMC 
A：IMC1 
 
B：IMC2 
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 二つ目の IMC項目は、マトリックス形式の質問において、特定の尺度を
選択するように指示したものである。きちんと教示を読んでいる参加者は、
指定された尺度を選択するはずである。一方、そうでない参加者は他の尺
度を選択するか、たまたまこの尺度を選択することになるだろう。なお、
これらの項目は、実験のタスク終了後の質問のページに設置されている。 
 また、本研究では、実験の開始時に、教示文を精読するように促すメッ
セージを提示する。このことによって、参加者は教示文を精読するように
期待される。なお、このメッセージはClifford and Jerit (2015)にならい作
成した。Clifford らは、これらのメッセージによって、IMC違反率が減少
することを示している。 
 
4.2. 実験概要 
 
 本研究では、参加者は全員、マネジャー役となり、タスクを行い、その
結果を上司に報告する。参加者が取り組むタスクは、小数点二桁の 12 個
の数字が与えられて、その中から足して 10 となる組み合わせを見つける
ことである。当該タスクに関しては、Mazar et al. (2008)を参考に設計し
た。 
 参加者は 4つの群に分けられることとなる。その 4つの群とは、客観的
業績評価群（OPE群）、上方・下方調整の主観的業績評価群（SPEUD群）、
上方調整の主観的業績評価群（SPEU 群）、下方調整の主観的業績評価群
（SPED 群）である。本研究では、Mturk 上に 4つのプロジェクトを投げ
かけている。その4つのプロジェクトがそれぞれ、上述の各群に該当する。
したがって、本研究プロジェクトに興味を持った参加者は、いずれかのプ
ロジェクトをMturk 上において選択することとなる。ただし、参加者がプ
ロジェクトの選択前に各群を識別できないよう、各プロジェクトの説明文
は全く同一である。なお、実験フォームはQualtrics を利用して作成した。 
 参加者の報酬は、実験を遂行したことに対する 0.05ドルの固定給と、参
加者の実験での意思決定に応じて変化する変動給からなる。 
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4.3. 実験のタイムライン 
 
 本実験は図3のようなタイムラインで実施される。 
 
 
 
1. （各群共通）実験に関する注意事項および参加の意思確認 
2. （各群共通）タスクに関する説明および練習ラウンドの実施 
3. （各群分岐）業績評価および報酬に関する説明 
4. （各群共通）追加の練習ラウンド 
5. （各群共通）オフィシャル・ラウンドの実施 
6. （各群共通）オフィシャル・ラウンドでの業績を上司に報告 
7. （SPE群のみ）主観的業績評価に関連する質問 
8. （各群共通）実験に関する質問 
図3 実験のタイムライン 
 
 
 
 参加者は、まず、実験に関する簡単な説明を読んだ上で、参加するかど
うかを決定できる。ここで、参加者が実験に参加しないことを選択すると、
いかなる報酬を得ることもなく、実験終了となる。なお、本実験において、
実験に参加しないことを選択した参加者はわずか 1名であった。実験に参
加することを決定した参加者は、練習ラウンドに関する説明を受ける。練
習ラウンドを行う目的は、参加者にどのようなタスクに取り組むかに事前
に経験してもらうことにある。なお、練習ラウンドにおけるタスクの成果
は参加者の報酬に一切影響せず、そのことが参加者に伝えられている。 
 練習ラウンドを終えると、参加者はオフィシャル・ラウンドにおける業
績評価方法および報酬の決まり方に関する説明を受ける。このとき、各群
に応じて異なる説明を受けることとなる。客観的業績評価を受ける群の参
加者は、報酬が自ら報告する業績にのみもとづくことが伝えられ。一方、
主観的業績評価を受ける参加者は、報酬が自ら報告する業績に加えて、そ
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れに対する上司の裁量的な調整によることが伝えられる。なお、報酬の詳
細は後述する。 
 業績評価および報酬に関する説明を受けた参加者は、つづいて追加の練
習ラウンドを受けることができる。このラウンドについては、追加の練習
を行うかどうかは参加者に委ねられている。追加の練習ラウンドに興味の
ない参加者は、追加の練習ラウンドのページをスキップして、オフィシャ
ル・ラウンドへと進むことができる。一方、追加の練習ラウンドを行いた
い参加者は追加の練習ラウンドを行ってから、オフィシャル・ラウンドへ
と進む。なお、追加の練習ラウンドは参加者の報酬には一切影響しないこ
とが伝えられる。 
 オフィシャル・ラウンドでは、参加者は 12個の数字の中から足して 10
となる組み合わせの数字を探す問題が 20 問与えられる。なお、オフィシ
ャル・ラウンドの制限時間は 5分である。本研究においては、参加者が全
問正解してしまうと、業績指標を操作できる余地がなくなってしまう。し
たがって、プレテストの結果から、本実験では、タスクを 5 分で 20 問と
した。 
 オフィシャル・ラウンドを終えると、図 4のように、参加者は自らの選
択肢およびその合計値が呈示される。参加者は自らの正解数を数え上げ、
その正解数を自らの業績として上司に報告する。したがって、参加者が業
績指標を操作しようと考える場合には、自らの業績を真の業績よりも過大
に報告することとなる。一方、業績指標を操作しない参加者は、自らの業
績をそのまま上司に報告することとなる。 
 参加者は、自らの業績を報告し終えると、実験後の質問に取り組む。い
くつかの質問は、主観的業績評価に関するものであり、主観的業績評価を
受ける参加者のみに与えられる。質問に回答し終えると、実験は終了であ
る。 
 なお、Mturk ではシステム上、参加者が提出した成果を実験者が、その
内容を確認し、その成果を承認することによって、初めて参加者は固定報
酬である 0.05ドルを受け取ることができる。また、変動報酬についても同
様に、参加者は実験者が変動報酬を計算し、その支払い手続きをMturk 上
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で行ってから初めて、変動報酬を受け取ることができる。したがって、参
加者がタスクを実施して、業績を上司に報告してから、報酬を受け取るま
でには時間的なラグが生じてしまう。さらに、主観的業績評価を受ける参
加者はMturk から受け取る報酬をもって、上司からどのような評価がなさ
れたかを知ることとなる。 
 
 
 
 
図4 参加者への業績の呈示 
 
 
 
4.4. 変数の操作化 
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4.4.1. 独立変数 
 
 本実験では、独立変数として、業績評価方法を客観的業績評価（OPE群）、
上方・下方調整のある主観的業績評価（SPEUD群）、上方調整のある主観
的業績評価（SPEU群）、下方調整のある主観的業績評価（SPED 群）の 4
つを操作化している。 
 OPE 群では、参加者は客観的業績評価を受けるので、自らが報告する業
績にのみもとづいて、報酬を受け取ることとなる。また、本実験では、多
くの先行研究と同様に、客観的業績評価を受ける状況では、業績指標の操
作に対するいかなる罰則も存在しないことを仮定している。この群の参加
者には、彼らの上司は参加者が報告する業績しか知らないことが伝えられ
る。なお、図 5は実際に実験で用いた報酬に関する教示文である。 
 一方、各 SPE群では、彼らが報告する業績に加えて、その業績に対する
上司からの主観的な調整によって、参加者の報酬は決定されることが伝え
られる。各 SPE群の違いは上司による主観的な調整方法にある。具体的に
は、SPEUD群では、上司からの主観的な調整の手段として、上司は参加者
が報告する業績を上方または下方に調整できると、参加者に伝えられる。
他方、SPEU群では、上司は参加者が報告する業績を上方に調整できると、
参加者に伝えられる。また、SPED 群では、上司は参加者が報告する業績
を下方に調整できると、参加者に伝えられる。 
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4.4.2. 従属変数 
 
 本研究で利用する従属変数は業績指標の操作の程度と努力である。業績
指標の操作の程度は次のように測定される。参加者が取り組むタスクは 12
個の数字の中から、足してちょうど 10 となる二つの数字の組み合わせを
探すことであり、タスクでは 20 個の問題が登場する。参加者はタスク終
了後に自らの業績を知り、上司から業績について 0 から 20 の間で自己報
告するように求められる。業績指標の操作の程度は、Church et al. (2014)
にならい、次のように計算される。 
業績指標の操作の程度 = " 報告される業績−実際の業績
取りうる業績の最大値−実際の業績$× 100 
 実際の業績は、参加者が実際に正解した数によって計算される。取りう
る業績の最大値とは、タスクにおいて取りうる最大の業績、つまり 20 で
ある。報告される業績とは、参加者が 0 から 20 の範囲内で上司に報告す
る数値である。したがって、今回の実験設定では、取りうる業績の最大値
が 20 と固定されていることから、業績指標の操作の程度は次のようにな
る。 
業績指標の操作の程度 = "報告される業績−実際の業績20 −実際の業績 $× 100 
 たとえば、実際の業績が 15、報告される業績が 18であるとする。この
とき、業績指標の操作の程度は、 
業績指標の操作の程度 = )18 − 1520 − 15, × 100 = 60 
となる。もし、実際の業績が 15、報告される業績が 20 であるとすると、
業績指標の操作の程度は、 
業績指標の操作の程度 = )20 − 1520 − 15, × 100 = 100 
となる。したがって、この変数は、業績指標が操作されている程度が最も
高い場合に 100、最も低い場合に 0となる変数である。 
 他方、努力に関しては、オフィシャル・ラウンドでの参加者の行動と追
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加の練習ラウンドでの参加者の行動が用いられる。オフィシャル・ラウン
ドでの行動は業績評価がコントロールする努力を、追加の練習ラウンドで
の行動は業績評価がコントロールしない範囲の努力行動を捉えている。前
者に関しては、参加者のオフィシャル・ラウンドにおける正解数を利用し
た。後者に関しては、追加の練習ラウンドにおける回答数、正解数、回答
に要した時間によって測定する。すべての指標について値が大きければ大
きいほど、努力量が大きいと判断する。 
 
4.4.3. マニピュレーション・チェック 
 
本研究では、参加者が自ら受ける業績評価方法についてきちんと理解し
ているかどうかが、独立変数を適切に操作化する上で肝要となる。本実験
では、マニピュレーション・チェックとして、参加者は上司に自らの業績
を報告した後に、図 6のように、自らの報酬に関する計算問題に回答しな
ければならない。 
 さらに、タスク終了後の質問項目に、参加者が自らの業績評価・報酬構
造について理解しているかどうかの質問も設置している。具体的には、参
加者には「How would your supervisor decide to reward you for the 
task?」という質問が投げかけられ、「My supervisor reward me based 
only on performance that I reported.」「My supervisor reward me based 
only on my actual performance.」「My supervisor reward me based 
only on discretionary adjustment by my supervisor.」「My supervisor 
reward me based on performance that I reported and discretionary 
adjustment by my supervisor if s/he used it.」という選択肢が与えられ
ている。参加者が正しく自らの業績評価・報酬構造を理解していれば、OPE
群のマネジャーは 1 番目の選択肢を、各 SPE 群のマネジャーは 4 番目の
選択肢を選択することが期待される。 
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図6 報酬の確認に関する計算問題 
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 なお、これらのマニピュレーション・チェック項目に対する回答はほと
んど同様の傾向を示した。したがって、本研究では前者の計算問題をもと
に自らの報酬構造を理解しているかどうかを確認した。 
 
4.5. 参加者の概要 
 
 本実験では、Mturk を利用して、166の回答が集まった。ただし、この
うち 7つの回答について、同一人物が実験の説明を無視して 2回実験に参
加してしまっているため、2回目の回答を削除した4。また、自らの業績評
価・報酬構造に関する計算問題を間違えていた 42 回答を削除した。努力
に関連する分析に対しては、この結果残った 117 回答を利用した。他方、
業績指標の操作に関連する分析については、さらにオフィシャル・ラウン
ドで 20 点満点を取得した 7 回答および自らの業績に関して過小報告を行
っていた 2回答を削除し、最終的に 108回答をサンプルとした。 
 参加者の性別は男性が 59名、女性が 58名となった。また、彼らの年齢
は 20歳から 73歳であり、その平均は 39.85 歳であった。彼らの国籍につ
いては、およそ 9割がアメリカ人であり、ついでインド人が多かった。職
務経験については、フルタイム経験が平均 4.5 年であり、パートタイム経
験が平均 15.05年であった。フルタイム、パートタイムのいずれの経験も
ない参加者は確認されなかった。なお、本研究と同様な業績の自己報告を
求める調査への参加経験があるのは 68名であり、参加経験がないのは 49
名であった。 
  
                                               
4 今回の実験では、それぞれの業績評価群を一つのプロジェクトとして、4つの
プロジェクトをMturkを通じて依頼している。参加者には一つのプロジェクトを
終了したら、それ以上プロジェクトに参加しないように注意をしているが、技術
的には二つ以上のプロジェクトに参加できる状況であった。 
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5. 分析結果 
5.1. 記述統計量 
 
 まず、オフィシャル・ラウンドでの参加者の⾏動について記述統計量を
確認する。表 2 は、オフィシャル・ラウンドでの参加者の記述統計量を表
している。回答数について、⼤きな差ではないが SPED 群ではやや回答数
が⼤きく、全体としてはおおよそ 10 問程度である。また、正解数につい
て、OPE 群と SPEUD 群と⽐べて、SPEU 群と SPED 群では 1 問程度の
差があるものの、各群間での⼤きな差は観察されず、平均すると 9 問程度
である。また、回答時間については、SPEU 群においてやや⾼いという傾
向が観察されている。業績指標の操作の程度に関しては、OPE 群では、各
SPE 群の 2 倍以上の値を⽰しており、⼤きな差がみられる。それらの詳細
を記述したのが表 3 である。 
 
 
 
表 2 オフィシャル・ラウンドにおける⾏動の記述統計量 
群 人数 回答数 正解数 報告数 回答時間 
業績指標
の操作の
程度 
OPE 29 
9.21 
(4.71) 
8.69 
(4.93) 
15.69 
(4.88) 
320.49 
(95.70) 
55.40 
(41.62) 
SPEUD 26 
10.35 
(5.47) 
8.65 
(5.47) 
11.62 
(5.43) 
326.24 
(86.19) 
19.36 
(37.02) 
SPEU 26 
10.88 
(4.97) 
9.54 
(5.06) 
12.38 
(4.53) 
342.78 
(114.45) 
19.51 
(34.90) 
SPED 27 
11.74 
(5.29) 
9.48 
(5.29) 
11.96 
(4.38) 
318.18 
(84.33) 
12.67 
(31.33) 
（）内の値は標準偏差を表す。 
 
  50 
 
 
 
 
表 3 報告⾏動の種類の分布 
群 Full Honest Moderate 
Full 
Economic 
合計 
OPE 
8 
(27.59%) 
12 
(41.38%) 
9 
(31.03%) 
29 
(100%) 
SPEU
D 
19 
(73.08%) 
2 
(7.69%) 
5 
(19.23%) 
26 
(100%) 
SPEU 
18 
(69.23%) 
5 
(19.23%) 
3 
(11.54%) 
26 
(100%) 
SPED 
23 
(85.19%) 
2 
(7.41%) 
2 
(7.41%) 
27 
(100%) 
合計 
68 
(62.96%) 
21 
(19.44%) 
19 
(17.60%) 
108 
(100%) 
「Full Honest」は、業績指標の操作を全くしていない⼈を、「Full Economic」
は業績指標を最⼤限操作している⼈を、「Moderate」は業績指標を操作し
ているものの、その程度が最⼤限ではない⼈を表す。 
 
 
 
 それでは群間の違いについて⽬を向けてみる。Full Honest の割合につい
ては、OPE 群の 27.59％が最も低く、ついで SPEU 群の 69.23％、SPEUD
群の 73.08％、SPED 群の 85.19％であった。特徴的であることは、OPE 群
において、Full Honest の割合が他の群の半分以下であることである。つぎ
に、Full Economic に着⽬すると、最も割合が⾼いのは、OPE 群の 31.03％
であり、ついで SPEUD 群の 19.23％、SPEU 群の 11.54％、SPED 群の
7.41％である。また、Moderate に関しては、最も割合が⾼いのが OPE 群
の 41.38％であり、ついで SPEU 群の 19.23％、SPEUD 群の 7.69％、SPED
群の 7.41％である。これらのことから、OPE 群では、業績指標を操作した
参加者の割合が多いことが読み取れる。Moderate と Full Economic の割合
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を合わせると、OPE 群で業績指標を操作した参加者はおよそ 72％にもの
ぼる。⼀⽅、最も業績指標を操作した割合の低い群は SPED 群であり、そ
の割合はおよそ 15％であった。 
 つぎに、業績評価に対する知覚に関して⾒てみる。業績評価に対する知
覚として、Falk and Kosfeld (2006)にならい、公平性、理解、信頼、⾃律性
に関する質問項⽬を設置した。具体的には、公正性に関しては、「The way 
I expect to be paid is fair.」、理解に関しては、「I felt understanding to the 
system of performance evaluation.」、信頼に関しては、「I felt trustful to my 
supervisor. 」、 ⾃ 律 性 に 関 し て は 、「 I felt lack of autonomy against 
performance evaluation system.」という質問項⽬を設置した。これらの質
問項⽬に対する尺度としては、1(Strongly agree)から 7(Strongly disagree)
までの尺度を⽤意した。 
 まず公平性については、SPEUD 群において、2.77 と他の群よりも⾼い
値を⽰しており、他の群については 2 前後である。すなわち、参加者は
SPEUD 群の参加者が最も公平でないと認識していたことになる。また、
理解については、OPE 群で 1.57 とも最も低く、SPEUD 群で 2.32 と最も
⾼い値を⽰しており、その他の群ではおおよそ 1.8 であった。つまり、OPE
群の参加者が最も業績評価に対して理解を⽰し、SPEUD 群の参加者が最
もそうではないということである。また、信頼に対しては、OPE 群と
SPEUD 群において、それぞれ 2.50 と 2.61 と⾼い傾向にある。すなわち、
OPE 群と SPEUD 群の参加者は、他の 2 群の参加者よりも、上司に対して
あまり信頼を寄せていないことが推察される。⾃律性に関しては、SPEU 群
と OPE 群において⽐較的⾼く、それぞれ 5.41 と 5.27 であった。SPEUD
群と SPED 群においては、それぞれ 4.55 と 4.83 であった。 
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表 4 業績評価に対する知覚 
群 人数 公平性 理解 信頼 自律性 
OPE 30 
2.13 
(1.59) 
1.57 
(0.86) 
2.50 
(1.96) 
5.27 
(1.95) 
SPEUD 31 
2.77 
(1.43) 
2.32 
(1.19) 
2.61 
(1.52) 
4.55 
(1.39) 
SPEU 27 
1.93 
(1.23) 
1.85 
(0.86) 
2.19 
(1.30) 
5.41 
(1.58) 
SPED 29 
1.69 
(0.76) 
1.83 
(0.89) 
2.24 
(1.12) 
4.83 
(1.69) 
（）内は標準偏差を表す。質問⽂は、「Please indicate the extent to which 
you agree or disagree with each of the following statements」である。選択
肢は、「1:Strongly agree, 2:agree, 3: Somewhat agree, 4: Neither agree nor 
disagree, 5:Somewhat disagree, 6:Disgree, 7: Strongly disagree」である。質
問項⽬は、次の通りである。 
公平性: The way I expect to be paid is fair.; 理解: I felt understanding to the 
system of performance evaluation.; 信頼: I felt trustful to my supervisor.; ⾃
律性: I felt lack of autonomy against performance evaluation system. 
 
 
 
 追加の練習ラウンドにおける参加者の努⼒に関する記述統計量は表 5
に⽰されている。回答数に着⽬すると、最も⾼いのが SPEU 群の 4.78 であ
り、ついで SPEUD 群の 3.06、OPE 群の 2.93、SPED 群の 2.45 となって
いる。すなわち、追加の練習ラウンドにおいては、SPEU 群の参加者が最
も多く回答をしようと試みたことが読み取れる。また、正解数に関しても
回答数とおおむね同様の傾向が観察された。最も⾼いのが SPEU 群の 3.89
であり、ついで OPE 群の 2.57、SPEUD 群の 2.55、SPED 群の 1.75 であ
る。追加の練習ラウンドで実際に正解した数についても、SPEU 群が最も
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⾼く、SPED 群が最も低い。最後に回答時間について⽬を向けると、最も
回答時間が⻑かったのは SPEU 群の 170.52 秒であり、ついで SPEUD 群
の 122.23 秒、OPE 群の 90.61 秒、SPED 群の 79.49 秒であった。総じて、
SPEU 群の参加者が最も追加の練習ラウンドに取り組んでおり、SPED 群
の参加者がそうでないことが読み取れる。 
 
 
 
表 5 追加の練習ラウンドにおける記述統計量 
群 人数 回答数 正解数 回答時間（秒） 
OPE 30 
2.93 
(4.27) 
2.57 
(4.07) 
90.61 
(115.54) 
SPEUD 31 
3.06 
(4.20) 
2.55 
(3.81) 
122.23 
(196.00) 
SPEU 27 
4.78 
(4.80) 
3.89 
(4.50) 
170.52 
(179.89) 
SPED 29 
2.45 
(4.20) 
1.75 
(3.67) 
79.49 
(133.42) 
（）内は標準偏差を表す。 
 
 
 
5.2. 仮説検定の結果 
 
 まず仮説 1 の結果について述べる。仮説 1 では、OPE 群の参加者の業績
指標の操作の程度が最⼤限、すなわち 100 ではないことを予測している。
両側 t 検定を⾏なったところ、OPE 群の参加者の業績指標の操作の程度は、
100 とは統計的に有意に異なった(t=-6.97、p<0.01)。このことから、OPE
群の参加者は業績指標を最⼤限操作するわけではないことが明らかとなっ
た。したがって、仮説 1 は⽀持される。 
 なお、他の群においても同様の検定を⾏なったところ、同様に業績指標
の操作の程度は 100 とは統計的に有意に異なることが確認された（SPEUD
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群：t=-11.11、p<0.01；SPEU 群：t =-11.76、p<0.01；SPED 群：t=-14.48、
p<0.01）。 
 つぎに、仮説 2 と仮説 3 の検証をする。仮説 2 は、各 SPE 群の業績指標
の操作の程度は、OPE 群のそれよりも⼩さいことを予測している。また、
仮説 3 は、SPEU 群における業績指標の操作の程度は、SPEUD 群および
SPED 群のそれよりも⼤きいことを予測している。これらの仮説を検証す
るのには、Tukey-Kramer 法による多重⽐較を⽤いた。その結果は、表 6
に⽰されている通りである。 
 まず仮説 2 が対象とする、OPE 群と各 SPE 群の⽐較に着⽬する。OPE
群と SPEUD 群、OPE 群と SPEU 群、OPE 群と SPED 群のいずれの群間
の⽐較においても、有意な差が観察された(各 p<0.01)。つまり、各 SPE 群
の参加者は、OPE 群の参加者よりも業績指標を操作する程度が低い。した
がって、仮説 2 は⽀持される。つぎに、仮説 3 については、SPEU 群と
SPEUD 群および SPED 群の間で業績指標の操作に関して有意な差は観察
されなかった。したがって、仮説 3 は⽀持されない。 
 
 
 
表 6 業績指標の操作の程度に関する⽐較 
比較する群 q 値 
OPE 群と SPEUD群 3.65 (p<0.01) 
OPE 群と SPEU群 3.63 (p<0.01) 
OPE 群と SPED群 4.37 (p<0.01) 
SPEUD群と SPEU群 0.02 (p=0.99) 
SPEUD群と SPED群 0.67 (p=0.91) 
SPEU群と SPED群 0.68 (p=0.90) 
 
 
 
 つぎに、努力に関する仮説について検証する。仮説 4と仮説 5は、業績
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評価システムが直接的にコントロールする努力を、仮説 7と仮説 8は業績
評価システムによってコントロールされない努力に関する仮説である。そ
れぞれオフィシャル・ラウンドにおける行動、追加の練習ラウンドにおけ
る行動を用いて検証される。 
 仮説 4では、OPE群のマネジャーの努力量がゼロではないことを予測し
ている。もしマネジャーが経済合理的に行動するなら、オフィシャル・ラ
ウンドにおいて、一切回答せずに、自らの業績を偽って報告することとな
る。したがって、仮説 4では、OPE群の参加者の正解数がゼロであるかど
うかを検証している。その結果、OPE群の参加者の正解数はゼロではない
ことが観察された(two-tailed t=9.43, p<0.01)。したがって、仮説 4 は支
持される。なお、その他の群においても参加者の正解数は統計的にゼロで
はないことが確認された(各 p<0.01)。 
 仮説 5は各 SPE 群の参加者の努力はOPE 群のそれよりも大きいことを
予測している。仮説 2 や仮説 3 と同様に、この仮説についても Tueky-
Kramer 法による多重比較を行なった。その結果は表 7 に示されている通
りである。各 SPE 群と OPE 群の正解数については、いずれも有意な差は
観察されなかった。すなわち、各 SPE 群と OPE 群において、その努力量
には差があるとは言えず、仮説 5は支持されない。 
 
 
 
表 7 努⼒に関する⽐較 
比較する群 q 値 
OPE 群と SPEUD群 0.70 (p=0.90) 
OPE 群と SPEU群 0.58 (p=0.93) 
OPE 群と SPED群 0.54 (p=0.95) 
SPEUD群と SPEU群 0.09 (p=0.99) 
SPEUD群と SPED群 0.14 (p=0.99) 
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SPEU群と SPED群 0.42 (p=0.99) 
 
 
 
 それでは、業績指標の操作の程度と努力はどのような関係性にあるのか。
仮説 6では、業績指標の操作の程度とコントロールされる努力には負の関
係があることを予測している。この関係に関する相関分析の結果が表 8に
示されている。分析結果から、いずれの群においても業績指標の操作の程
度と努力には負の相関関係があることが観察された。相関係数については、
OPE 群では-0.37(p<0.05)、SPEUD 群では-0.42(p<0.05)、SPEU 群では-
0.47(p<0.05)、SPED 群では-0.72(p<0.01)となっている。これらのことか
ら仮説 6 は支持される。なお、SPED 群では、他の群と比べて、やや強い
相関が観察されている。 
 
 
 
表8 業績指標の操作の程度と努力の相関関係 
群 業績指標の操作と努力の相関係数 
OPE -0.37 (p=0.04) 
SPEUD -0.42 (p=0.03) 
SPEU -0.47 (p=0.01) 
SPED -0.72 (p<0.01) 
全体 -0.46 (p<0.01) 
 
 
 
 つぎに、業績評価に対する知覚について述べる。仮説 7では、下方調整
のある主観的業績評価群である SPEUD 群と SPED 群のマネジャーは、
OPE群と SPEU群のマネジャーと比べて、業績評価システムに対してより
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ネガティブに知覚すると予測している。各群での比較結果は、表 9に示さ
れている。業績評価に対する知覚について、総じて群間の差はあまり見ら
れないようである。ただし、公平性に関して、SPEUD群(2.77)と SPEU群
(1.93)および SPED 群(1.69)の間でそれぞれ 10％水準、1％水準で差が有
意であった。すなわち、SPEUD群の参加者は、SPEU群の参加者や SPED
群の参加者よりも報酬の支払われ方について公平でないと認識していたこ
ととなる。また、理解に関しては、OPE群(1.57)と SPEUD群(2.32)の間で
5％水準で有意な差が観察された。すなわち、SPEUD群の参加者は、OPE
群の参加者と比べて、業績評価に対してあまり理解を示していなかったと
いうこととなる。これらの結果は、一部、仮説 6 と整合的であるものの、
全体としては、SPEUD群と SPED群のマネジャーとOPE群と SPEU群の
マネジャー間で業績評価の知覚に関する一貫した差は見られない。したが
って、仮説 7は支持されるとは言えない。 
 
 
 
表 9 業績評価の知覚に関する⽐較 
比較する群 
公平性*** 理解*** 信頼*** 自律性*** 
q 値*** q 値*** q 値*** q 値*** 
OPE 群と SPEUD群 1.92*** 3.05*** 0.29*** 1.69*** 
OPE 群と SPEU群 0.60*** 1.11*** 0.78*** 0.32*** 
OPE 群と SPED群 1.31*** 1.03*** 0.65*** 1.01*** 
SPEUD群と SPEU群 2.47*** 1.85*** 1.07*** 1.96*** 
SPEUD群と SPED群 3.23*** 1.98*** 0.95*** 0.65*** 
SPEU群と SPED群 0.68*** 0.09*** 0.14*** 1.30*** 
*は 10％⽔準で有意であることを⽰す。**は 5％⽔準で有意であることを
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⽰す。***は 1％⽔準で有意であることを⽰す。 
 
 
 
 
 
 
表 10 追加の練習ラウンドの努⼒に関する⽐較 
比較する群 
回答数 正解数 回答時間 
q 値 q 値 q 値 
OPE 群と 
SPEUD群 
0.11 (p=0.99) 0.01 (p=0.99) 0.77 (p=0.87) 
OPE 群と 
SPEU群 
1.59 (p=0.38) 1.24 (p=0.60) 1.89 (p=0.24) 
OPE 群と 
SPED群 
0.42 (p=0.97) 0.77 (p=0.87) 0.27 (p=0.99) 
SPEUD群と 
SPEU群 
1.49 (p=0.44) 1.26 (p=0.58) 1.15 (p=0.66) 
SPEUD群と 
SPED群 
0.55 (p=0.95) 0.76 (p=0.87) 1.04 (p=0.73) 
SPEU群と 
SPED群 
1.99 (p=0.19) 1.98 (p=0.20) 2.13 (p=0.15) 
 
 
 
 仮説 8は、SPEUD群と SPED群のマネジャーは、OPE群と SPEU群の
マネジャーと比べて、業績評価によってコントロールされていない次元に
おいてあまり努力しないことを予測している。その結果は表 10 に示され
ている。記述統計量の結果から、参加者のコントロールされていない次元
での努力は、SPEU 群において高く、SPED 群において低い傾向を読み取
れる。しかしながら、群間の差を分析したところ、回答数、正解数、回答
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時間のいずれにおいても有意な差は検証されなかった。したがって、仮説
8は支持されない。 
 
6. 考察 
 
 本論文では、主観的業績評価がマネジャーの努力や業績指標の操作に対
して与える影響を明らかにすることを目的としていた。主観的業績評価は、
上司による主観的な判断が、業績評価プロセスに介入することから、業績
指標の操作を抑制することが期待されている(Bol 2008)。先行研究の主眼
は、プリンシパルが業績指標の操作を抑制するために、主観的業績評価を
利用するかどうかにあり、一貫した結果を示すことができなかった(Bol 
2008; Gibbs et al. 2004; Gibbs et al. 2009; Woods 2012)。そこで本研
究は、まずはエージェントの行動に着目し、主観的業績評価が業績指標の
操作に対して有効であることを示そうと試みた。具体的には、主観的業績
評価がエージェントの業績指標の操作や努力に与える影響を本研究は検証
した。本研究ではとくに、上司の業績の調整の仕方をもとに探索的に 3つ
の主観的業績評価方法（上方・下方調整、上方調整、下方調整）を扱って
いる。 
 以下の節では、本研究で得られた結果に関する考察を行う。 
 
6.1. 客観的業績評価と業績報告⾏動 
 
 仮説 1に関して、先行研究と同様に(Evans et al. 2001; Farrell et al. 
2017)、OPE 群のマネジャー、すなわち自らの報告する業績がそのまま報
酬に反映されるマネジャーは、金銭的利得を最大化するほどには業績指標
を操作しない結果が得られた。本研究の結果と、Evans et al. (2001)およ
び Farrell et al. (2017)の結果を比較すると、表 11のようになる。これら
の先行研究を取り上げる理由として、前者の研究は、近年の利己的な業績
報告行動に関する研究群の先駆的な実験研究であり、その後の多くの研究
のベンチマークとなっていることが挙げられる。後者の研究は、本研究と
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同じくMturk を利用して前者の研究の追試をしていることから、本研究と
の比較可能性が高いと期待される。 
 まず、比較対象として取り上げたEvans et al. (2001)の実験の設定につ
いて説明する。彼らの実験では、参加者は企業のマネジャー役を担い、生
産コストを企業に報告する。企業は生産コストの確率分布は把握している
が、その実現値を知ることはできない。したがって、実際の生産コストが
マネジャーの私的情報となる。利己的なマネジャーは生産コストを過大に
報告することで、実際のそれとの差額を享受できる。Evans らの設定では、
マネジャーはミスリポートすることによって最大で 67 ドル手にすること
ができる。 
 Farrell et al. (2017)の実験の設定は基本的に、Evans et al. (2001)のそ
れと同一である。ただし、Farrell et al. (2017)は、利己的な業績報告に対
するインセンティブ強度を二つのレベルで操作化している。一つは High 
Pay 群で、インセンティブ強度はEvans らと同様である。もう一つは Low 
Pay 群で、インセンティブ強度は Evans らの 5 分の 1 程度である。つま
り、Low Pay群では最大、およそ 13ドル程度ミスリポートによって稼ぐ
ことができる。なお、本研究では、参加者はミスリポートによって最大 8
ドル稼ぐことができる。すなわち、ミスリポートに対する本研究のインセ
ンティブ強度は先行研究より小さい。 
 業績指標の操作の程度5に着目すると、本研究の OPE 群の結果は Evans 
                                               
5 本研究のOPE群と Evans et al. (2001)および Farrell et al. (2017)は、参加者
が報告する内容がそのまま彼らの報酬に反映される点において、類似している。
これらの先行研究は、正直さの程度を、 1 − .報告による利得 ミスリポートにより最大限得られる利得/ 0 
として測定している。分数の分子は参加者の報告にもとづく利得を、分母は最大
限ミスリポートによって得られる金銭的な利得を表している。ただし、本研究で
は業績指標の操作の程度として、 .報告される業績−実際の業績0 .20 −実際の業績0/  
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et al. (2001)および Farrell et al. (2017)と同様の傾向を示している。先行
研究と本研究の大きな違いは、研究対象としている文脈にある。先行研究
では、予算編成の状況を想定しており、そこではマネジャーに報告される
業績は外生的に与えられていた(Evans et al. 2001; Farrell et al. 2017)。
一方、本研究では、業績測定および評価の状況を想定しており、そこでは
マネジャーが報告する業績はマネジャーの努力の結果として生み出される。
先行研究と比較すると、マネジャーの報告内容がそのまま報酬に反映され
る状況においては、報告内容の決まり方が外生的か内生的かは業績指標の
操作の程度に関する意思決定に大きな影響を与えないと推察される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                               
と計算している。表 11 では、Evans らの正直さに関する指標を業績指標の操作
の程度に関する指標に変換するために、 .報告による利得 ミスリポートにより最大限得られる利得/ 0 
へと修正した数値を記載している。 
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表 11 業績指標の操作の程度に関する先⾏研究との⽐較 
  
n 
業績指標の
操作の程度 
報告行動の種類 
Full 
Economic 
Full 
Honest 
Evans et 
al. (2001) 
Experiment 1 28 51.3% 27% 25% 
Farrell et 
al. (2017) 
High Pay 群 23 57.3% 12% 8% 
Low Pay 群 47 50.1% 27% 11% 
本研究 
OPE群 29 55.4% 31% 28% 
SPEUD群 26 19.3% 19% 73% 
SPEU群 26 19.5% 12% 69% 
SPED群 27 12.7% 7% 63% 
本研究の OPE 群と Evans et al. (2001)および Farrell et al. (2017)の研究は、
マネジャーが報告する業績がそのまま報酬に反映される点において、同様
である。Farrell et al. (2017)の High Pay 群は Evans et al. (2001)の
Experiment 1 とミスリポートに対するインセンティブ強度が対応している。
⼀⽅、Farrell らの Low Pay 群はその 5 分の 1 のインセンティブ強度であ
る。なお、業績指標の操作の程度は、Evans らの正直さの程度の変数の.報告による利得 ミスリポートにより最大限得られる利得/ 0の部分を捉え
ている。また、「Full Economic」は、最⼤限利⼰的に業績報告をした⼈を、
「Full Honest」は⼀切利⼰的でない業績報告をした⼈を指す。 
 
 
 
 報告行動の種類に着目すると、本研究のOPE群と Farrell et al. (2017)
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の Low Pay群では、Full Economic の割合はそれぞれ 31％と 27％で同様
であるが、Full Honest の割合に関しては、それぞれ 28％と 11％と OPE
群の方が高い値を示している。この差を生み出した原因の一つとして、業
績指標の操作に対するインセンティブ強度の違いが考えられる。OPE群と
Low Pay 群では、業績指標の操作によって稼ぐことができる金額は最大、
5ドル程度異なる。このため、本研究では Farrell らよりも、Full Honest
の割合が大きかったと考えられる。 
 
6.2. 主観的業績評価と業績報告⾏動 
 
 仮説 2では、OPE群のマネジャーと比べて、SPE群のマネジャーの業績
指標の操作の程度はより小さいことが観察された。主観的業績評価では、
エージェントが業績指標を操作する場合に、プリンシパルはそうした行動
に対して割り引いた評価や罰を与えることができる(Bol 2008)。したがっ
て、マネジャーが主観的業績評価を受ける場合、客観的業績評価を受ける
場合と比べて、業績指標の操作の程度は小さくなる。 
 さらに、本研究は主観的業績評価の調整の仕方に着目して、主観的業績
評価を 3つの群に分類し、その群間における業績指標の操作の程度を比較
した。仮説3では、上方調整のみの主観的業績評価を受けるマネジャーは、
下方調整を含む主観的業績評価を受けるマネジャーより、業績指標の操作
の程度が大きいと予測していた。なぜなら、上方調整のみの主観的業績評
価では、マネジャーは業績指標を操作したとしても、その事実が評価者に
知られる可能性はあっても、それによって評価が引き下げられることはな
いからである。しかし、主観的業績評価群での業績指標の操作の程度はそ
れぞれ、SPEUD群は 19.36、SPEU群は 19.51、SPED群は 12.67であっ
た。SPEUD 群と SPEU 群は同様の業績指標の操作の程度を示しており、
SPED群はこれらの群と比べて、やや低い。 
 主観的業績評価群の参加者は、実験後の質問において、業績指標を操作
した・しなかった理由を回答している。その結果は表 12 にまとめられて
いる。参加者は、「Please indicate why you decided to overstate or not 
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to overstate your performance.」という指示が与えられ、業績指標を操作
した・しなかった理由について尋ねられる。選択肢として、「Strongly agree 
(7)」から「Strongly disagree (1)」の 7つの選択肢が与えられる。また、
質問項目は、「Because I was afraid of being punished through 
performance evaluation by my supervisor. (Afraid)」、「Because I was 
caring about my reputation. (Reputation)」、「Because I wanted to be 
appeared honest. (Honest)」、「Because I wanted to be evaluated better 
by my supervisor. (Evaluation)」である。 
 とくに SPEUD 群では、業績指標を操作した人とそうでない人の間で、
Afraid に関する差がほとんど観察されなかった。それらの値は、3.57 と
3.46であった。それぞれ 4（Neither agree nor disagree）よりも低いこ
とから、この群では、主観的業績評価における評価の引き下げという罰則
的側面が参加者にとって顕現的でなかったと推察される。一方、SPED 群
では、業績指標を操作した人は、2.75、業績指標を操作しなかった人は、
4.36であった。つまり、この群においては、業績指標を操作した人は、そ
うでない人より、主観的業績評価による罰則的側面を過小評価していたこ
とが推察される 
 Reputation や Honest について、業績指標を操作しなかった人の平均値
は、総じて 4を超えている。他方、業績指標を操作した人の平均値は概ね
4 を下回っている。すなわち、主観的業績評価を受けて、業績指標を操作
しなかった人は、そうでない人と比べて、自らの評判を気にかけたり、正
直に見られたいといった印象管理が働いて、業績指標を操作しなかったと
示唆される。 
 先行研究の議論では、主観的業績評価が業績指標の操作を抑制するため
には、評価者による罰が肝心であると考えられてきた(Bol 2008; Gibbs et 
al. 2004)。それにもかかわらず、本研究の結果では、下方調整がない主観
的業績評価の下でも、下方調整がある主観的業績評価と同様に業績指標の
操作が抑制されていた。このことは、評価者による罰則的側面だけでなく、
他者に正直に見えるかどうかや評判といった要素が、主観的業績評価が業
績指標の操作を抑制する上でとくに重要であることを示唆している。 
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表 12 業績指標を操作した・しなかった理由に対する回答 
群 
業績指標
の操作の
有無 n Afraid Honest 
Reputatio
n 
Evaluatio
n 
SPEUD 
有り 7 
3.57 
(1.27) 
3.86 
(1.95) 
3.43 
(1.39) 
4.14 
(1.21) 
無し 24 
3.46 
(1.69) 
5.33 
(1.58) 
4.67 
(1.90) 
3.83 
(1.79) 
SPEU 
有り 8 
3.37 
(1.92) 
3.25 
(2.12) 
3.75 
(2.31) 
3.63 
(1.99) 
無し 19 
4.11 
(2.33) 
5.78 
(1.90) 
5.53 
(1.92) 
4.68 
(2.11) 
SPED 
有り 4 
2.75 
(2.87) 
4.00 
(2.94) 
5.00 
(2.00) 
5.25 
(2.22) 
無し 25 
4.36 
(2.16) 
5.80 
(1.35) 
6.20 
(1.04) 
5.00 
(1.96) 
（）内は標準偏差を表す。質問文は、「Please indicate why you decided 
to overstate or not to overstate your performance.」である。それに対
する選択肢は、「7:Strongly agree, 6:agree, 5: Somewhat agree, 4: 
Neither agree nor disagree, 3:Somewhat disagree, 2:Disgree, 1: 
Strongly disagree」である。質問項目は次の通りである。 
Afraid: “Because I was afraid of being punished through performance 
evaluation by my supervisor.”; Reputation: “Because I was caring 
about my reputation.”; Honest: “Because I wanted to be appeared 
honest.”; Evaluation: “Because I wanted to be evaluated better by my 
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supervisor.” 
 
 
 
6.3. 業績報告⾏動と努⼒ 
 
 業績評価システムはエージェントの業績報告行動だけでなく、努力にも
影響を与える。そこで、仮説 4では、OPE群のマネジャーの努力が最低限
ではないことを予測した。最も経済合理的に行動するマネジャーは、努力
を一切せずに、最大限業績指標を操作する。しかし、本研究では、OPE群
のマネジャーは努力を全くしないわけではなく、ある程度努力することを
示した。 
 仮説 5では、マネジャーの努力の程度が客観的業績評価と比べて、主観
的業績評価においてより高いことを予測している。なぜなら、主観的業績
評価では、マネジャーは評価者から自らの業績を引き下げられたり引き上
げられたりする可能性があるため、客観的業績評価よりも努力すると考え
られるからである。しかしながら、本研究では、主観的業績評価と客観的
業績評価のマネジャーの努力の差を観察できなかった。 
 仮説 6では、業績指標の操作の程度と努力が負の関係にあることを予測
している。両者の関係はこれまで積極的に議論されてこなかった。その中
でも関連する先行研究としては、Nichol (2015)を挙げることができる。
Nichol (2015)の実験は、努力前にミスリポートできることを知る群と努力
後にはじめてミスリポートできることを知る群に参加者を分ける。彼女の
研究上の関心は、ミスリポートできることを知るタイミングが努力やミス
リポート自体の意思決定に影響するかどうかにあった。彼女の結果では、
ミスリポートできることを知るタイミングの違いは、努力やミスリポート
に影響を与えなかった。 
 したがって、本研究では、すべての参加者が業績指標の操作ができるこ
とを努力前から知っている状況に統一した。この状況において、努力と業
績指標の操作の程度の間には負の関係が観察された。もし仮に、マネジャ
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ーが完全に経済合理的に行動するとすれば、努力を一切せずに、業績指標
を最大限操作するはずである。しかし、一般にマネジャーは正直さといっ
た社会的選好を有するために、業績指標をそれほど操作しない。そうした
マネジャーにとって、自らの金銭的な報酬を高めるには、努力をして成果
をあげる必要がある。業績指標の操作ができる範囲に上限があると仮定す
ると、努力をし、より高い成果をあげるマネジャーほど、業績指標の操作
から得られる利得の上限が小さくなる。 
 
6.4. 主観的業績評価によるネガティブなレシプロシティ 
 
 また、仮説 7および仮説 8では、主観的業績評価のネガティブな側面に
ついて議論をしている。具体的には、主観的業績評価がネガティブに知覚
されることによって、ネガティブなレシプロシティとして、業績評価シス
テムがコントロールしていない範囲の努力行動に負の影響を与えることを
予測した。しかしながら、本研究においては、業績評価に対するネガティ
ブな知覚や、その結果としての業績評価システムがコントロールしない範
囲への行動への悪影響は観察されなかった。 
 これらの仮説が支持されるためには、仮説 7で予測するように、OPE群
のマネジャーと比べて、SPE群のマネジャーは、業績評価システムに対し
てネガティブに知覚することが重要であった。しかし、本研究の実験結果
は、OPE 群のマネジャーも SPE 群のマネジャーも同様に、業績評価シス
テムに対してポジティブな反応を示している。本研究で業績評価に対する
ネガティブな知覚が得られなかった原因の一つとしては、業績評価の仕組
みを決定する上司が仮想的であることが考えられる。本研究では、参加者
同士のペアを組んだりしているわけではない。また、参加者にも上司がど
のような人物かということが詳細に伝えられるわけではなく、ただ単に上
司という言葉を用いて、その上司が業績評価の方法を決定したことが伝え
られる。参加者にとって業績評価方法を決定する上司が具体的でなかった
ために、業績評価システムに対してネガティブやポジティブな感情を抱き
にくかったと推察される 
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 さらに、業績評価システムがコントロールしない範囲である追加のオフ
ィシャル・ラウンドにおける努力行動の差を分析した仮説 8の SPEU群と
SPED群の比較分析について、事後的に検定力分析を行なった6。検定力分
析は、一つの分析に対して行われるものであるので、 
 たとえば、追加の練習ラウンドにおける回答数について、差が有意では
ないものの顕著であった SPEU 群と SPED 群の回答数（それぞれ 4.78 と
2.75）について事後的な検定力分析を行ったところ、検定力は 0.49 であ
った。このことは、本研究においては、十分な検定力が確保できていなか
った可能性を示している。すなわち、本当は有意な差があるにもかかわら
ず、その差を検出できなかったおそれがある。検定力分析は、本研究のリ
サーチ・デザインにはサンプル・サイズを大きくするという改善の余地が
残されていることを示唆している。 
 
  
                                               
6 検定力とは、差があるときに差があると正しく判断できる確率である（大久
保・岡田, 2012）。明確な基準はないものの、一般に、検定力は0.8程度が望ま
しいと言われている。 
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7. おわりに 
 
 本論文では、主観的業績評価がマネジャーの努力や業績指標の操作に対
する与える影響を明らかにすることを目的としていた。業績指標の操作に
関連して、近年、我が国を代表するような企業において、度重なる会計不
正やデータ偽装といった問題が世間を賑わせている。本研究では、こうし
た現象の一因を業績と報酬のリンクに求めている。そこで、本研究では、
業績指標の操作に役立つとされる主観的業績評価が、マネジャーの行動に
与える影響を検証している。 
 主観的業績評価は、上司による主観的な判断が、業績評価プロセスに介
入することから、業績指標の操作を抑制することが期待されている(Bol 
2008)。先行研究の主眼は、プリンシパルが業績指標の操作を抑制するため
に、主観的業績評価を利用するかどうかにあり、一貫した結果を示すこと
ができなかった(Bol 2008; Gibbs et al. 2004; Gibbs et al. 2009; Woods 
2012)。そこで本研究は、まずはエージェントの行動に着目し、主観的業績
評価が業績指標の操作に対して有効であることを示そうと試みた。具体的
には、主観的業績評価がエージェントの業績指標の操作や努力に与える影
響を本研究は検証した。本研究ではとくに、上司の業績の調整の仕方をも
とに探索的に 3つの主観的業績評価方法（上方・下方調整、上方調整、下
方調整）を扱っている。 
 Evans et al. (2001)をはじめとする先行研究と同様に、客観的業績評価
を受けるマネジャー、すなわち自ら報告する業績がそのまま報酬に反映さ
れるマネジャーは、金銭的利得を最大化するほどには業績指標を操作しな
いことが明らかとなった。また、客観的業績評価を受けるマネジャーと比
べて、主観的業績評価を受けるマネジャーは、業績指標の操作の程度が小
さいことが観察された。このことは、主観的業績評価が業績指標の操作に
対して有効であることを示している。ただし、3 つの主観的業績評価群間
での差異は観察されなかった。 
 努力に関して、業績指標に対する罰がない客観的業績評価の状況下で、
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最も経済合理的に行動するマネジャーを考えると、彼の効用を最大化する
行動は、努力を一切せずに、最大限業績指標を操作することである。しか
し、分析結果から、客観的業績評価の下のマネジャーは努力を全くしない
わけではなく、ある程度努力することがわかった。ただし、本研究では、
主観的業績評価と客観的業績評価を受けるマネジャーの間での努力の差は
観察されなかった。 
 業績指標の操作と努力の関係については、両者が負の関係にあることを
示した。すなわち、努力が大きければ大きいほど、マネジャーの業績指標
の操作の程度は小さいということである。 
 一方、主観的業績評価のネガティブな側面が、業績評価がコントロール
しない範囲のマネジャーの行動に与える影響については観察されなかった。
また、そもそも本研究では、マネジャーが下方調整を含む主観的業績評価
をネガティブに捉えることも観察されなかった。 
 本研究には、次の貢献がある。第一に、主観的業績評価と業績指標の操
作の関係を分析することによって、本研究は主観的業績評価に関する研究
群に貢献する。本研究では、客観的業績評価と比べて、主観的業績評価で
は、業績指標の操作の程度が小さくなることを示した。このことは、主観
的業績評価が業績指標の操作の抑制に有効であることを示すエビデンスで
ある。先行研究の主眼は、プリンシパルによる主観的業績評価の利用にあ
り、その結果は一貫していなかった(Gibbs et al. 2004; Gibbs et al. 2009; 
Woods 2012)。そこで本研究はまず、これまでエビデンスが提示されてい
なかった主観的業績評価が実施される下でのエージェントの行動を確認し
た。 
 第二に、業績指標の操作における正直さに関連する研究群に貢献する。
先行研究の多くは報告行動における正直さに関して予算システムの状況を
想定して実験を行ってきた(Brown et al. 2014; Cardinaels and Yin 2015; 
Evans et al. 2001; Hannan et al. 2006; Hannan et al. 2010; Rankin et 
al. 2008)。しかし、本研究は少数の研究(e.g., Maas and Van Rinsum 2013; 
Nichol 2015)を除いてあまり検討されてこなかった業績評価のコンテクス
トにおけるエージェントの機会主義的な行動について分析した。まず、本
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研究は、先行研究と同様に、エージェントが利己的な業績報告行動に対し
て罰を受けない状況において、エージェントは最大限利己的な行動をとる
わけではないことを示した。ただし、予算システムを対象とする先行研究
と異なり、本研究ではエージェントが報告する情報がエージェント自身の
努力によって生み出されている。本研究はこのような状況においても、先
行研究と同様に、エージェントは伝統的な経済学が予測するほどには、業
績指標を操作しないというエビデンスを提供している。さらに、本研究で
は、業績評価の種類として客観的業績評価だけでなく、主観的業績評価と
いうコンテクストに拡張して分析を行うことにより、この研究群に貢献し
ている。 
 第三に、本研究ではこれまで積極的に議論されてこなかった、業績指標
の操作の程度と努力の関係について分析している。この関係に関連する先
行研究では、業績指標を操作できることを努力前に知るか、または努力後
に知るかということが、努力に影響しないというエビデンスが提示されて
いる(Nichol 2015)。本研究では、業績指標を操作できることをマネジャー
が努力前に知っている状況において、努力と業績指標の操作の程度は負の
関係にあるというエビデンスを提供している。このことは、業績指標の操
作の程度の抑制に対して、エージェントの努力を引き上げる仕組みづくり
が役立つことを示唆している。 
 第四に、方法論上の貢献である。本研究はすべてオンライン上で実施さ
れる実験における業績指標の操作および努力行動について確認した。とく
に、心理学領域や行動経済学領域においてはクラウド・ソーシング・サー
ビスを利用したオンライン実験研究の有用性が認められつつある(e.g., 
Clifford and Jerit 2014; Maniaci and Rogge 2014; Oppenheimer et al. 
2009)。会計領域においては、こうしたクラウド・ソーシング・サービスを
利用したオンライン実験研究はまだまだ数が少なく、発展途上である
(Farrell et al. 2017)。本研究は、オンライン実験を用いて、Farrell et al. 
(2017)や Evans et al. (2001)と同様の結果を得ている。このことは、今後
発展が見込まれるだろうオンライン実験を用いた会計研究の有用性を示す
一助となる。 
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 本研究は実務的にもインプリケーションがある。まず業績評価の設計者
にとって業績評価の長所と短所を認識しておくことは重要である。それら
を認識しておかなければ業績評価を効率よく実施・運営できない。本研究
の仮説および結果は、業績評価がマネジャーによる業績指標の操作にどの
ような影響を与えるのかを分析するという点において、評価者が業績評価
システムをどのように設計すればよいのかに関して知見の提供を試みてい
る。また、企業の内部統制制度に関連して、本研究では主観的業績評価が
業績指標の操作の抑制に対して有効であると示した。このエビデンスは企
業の内部統制を強化する上でこれまであまり着目されてこなかった主観的
業績評価が効果的であると示唆している。 
 近年の研究によると、人は一旦不正に関与すると続けて不正を行いやす
いと指摘されている(Garrett et al. 2016; Mayhew and Murphy 2014; 
Murphy and Dacin 2011)。なぜなら、一旦非倫理的な行動に関与するこ
とによって、次の非倫理的な行動を起こすハードルが下がってしまうから
である。このことからも、マネジャーに非倫理的な行動をとらせない仕組
みづくりが重要であることが示唆される。会計不正や品質データの改ざん
などの昨今世間を賑わせているような大きな問題へと発展する芽を摘むと
いう観点からも、業績指標の操作に関するメカニズムについて理解を深め
ることは実務的にも肝要である。 
 最後に、本論文の限界および将来の研究課題を述べて、本論文を締めく
くりたい。まず、本論文では、分析を 1期間に限定して行っている。しか
し、通常、実務ではマネジャーは 1期間の契約でない限り、複数期間企業
で働くと考えられる。こうした場合、ある期に主観的業績評価を受ける場
合には、次の期にはその評価結果を見て、マネジャーは行動を決めること
となるだろう。このとき、上司の主観的業績評価の結果は十分に、マネジ
ャーの次の期の行動に影響を与えることが予想される。本研究では、そう
した点を考慮できておらず、将来の研究課題として、複数期間における業
績評価と業績指標の操作の程度の関係があげられる。 
 また、前章でも説明したように、本研究では上司役は実際の参加者のペ
ア等でなく仮想的な存在である。この点において、本研究では、各々の参
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加者が自分には上司がいて、その人がどのような業績評価にするのかを決
定し、また主観的業績評価を行う場合には、その人が評価をすることが具
体的にはイメージしにくかった恐れがある。Mturk を利用した実験では、
実験者にとっての実験を実施することにかかるコストは非常に安くなるが、
それぞれの参加者が実験を開始する時間を統一することはできないので、
ペアを組ませて行うような実験は困難である。本研究の設定を実験室で参
加者同士にペアを組ませることなどが将来の研究の方向性としてあげられ
る。 
 さらに、検定力分析の結果、本研究の分析において十分な検定力を確保
できていなかった可能性があるため、より大きなサンプル・サイズの実験
デザインを設計することが将来望まれる。 
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